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おわりに
はじめに
古い歴史をもつ繊維産業は，その発展過程で地域社
会の経済・文化や地域住民の生活に規定的な役割を果
たしてきた。とくに織物業は江戸時代以降種類ごとに
産地が形成され，そこでは人，企業，生産設備，技
術，知識が集積された。またそれを基軸に流通，金
融，各種サービス業などの社会的分業関係が展開し，
広範な人的，社会的ネットワークを作り上げてきた。
ところで，戦後の復興から経済成長への離陸過程
で，繊維産業は日本経済をリードし，雇用創出にある
いは外貨獲得で大きく貢献してきた。しかし，高度成
長期に日本経済の重化学工業化にともなって，その地
位を相対的に低下させることとなった。こうした繊維
産業のポジション低下に追い打ちをかけたのが，ニク
ソンショック以降，とりわけプラザ合意による円高経
済への移行であった。これによって，日本繊維産業は
世界市場における競争力を失い，急速に後退したのだ
が，そのポジションをさらに押し下げたのが改革開放
後の中国であった。とくに1992年の「南巡講話」，さ
らに GATT 加盟に向けての開放政策の遂行，そして
2001年の WTO 加盟と強力な国策によって，中国は世
界市場における強力なプレーヤーとして立ち現れて，
とりわけ繊維産業では圧倒的な地位を確立した。この
ように，国内経済の高度化，世界市場における国際分
業関係の変化によって，日本の繊維産業は否応なしに
衰退産業へと追い込まれ，とくに織物産地は解体の危
機にさらされている。
だが，衰退産業への道筋をたどらざるをえなかった
とはいえ，繊維産業のその歩みは一様ではなかった。
以下では，まず繊維産業へのグローバル化の影響を検
討し，その進展のもとでの織物業の動向を確認する。
ついで織物産地の一つの典型として桐生を取り上げ
て，その実態を検討していくこととする1）。
1．グローバル化と繊維産業
日本の繊維産業は，戦前期より日本資本主義発展の＊専修大学商学部教授
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牽引車であり，外貨獲得産業として大きな役割を果た
してきた。戦後も高度成長期まで，厳密にいえばニク
ソンショックまで輸出のリーディングセクターであ
り，戦後の経済成長に貢献してきた。それがいまや表
1で明らかなように，製品出荷額レベルでは2％をき
る状態にまでポジションを下げてしまい，衰退産業と
化した。だが，目を事業所数や従業員数に転ずると，
事業所では1割を，また従業員数でも5％近くを占めて
いて，とりわけ地方経済においていまなお繊維産業は
地域住民の生業の場，雇用の受け皿として，重要産業
であり続けている2）。
ところで，戦後70年の繊維産業の歩みを振り返って
みると，大きな転換点となったのは次の3つであった
といえよう。
第1は，1971年のニクソンショックに始まる為替
レートの切り上げと，それにともなう繊維品の国際競
争力の低下である。戦後の復興過程で円が1ドル＝360
円に固定された有利な輸出競争条件のもとで，低賃金
労働を武器に日本の繊維製品は世界市場を席巻した。
しかし，高度経済成長にともなう人件費の高騰とあい
まって，この円の切り上げは労働集約的要素を色濃く
持つ日本の繊維産業に国際競争上の優位性を喪失させ
るきっかけを与えた。1970～2012年の繊維製品輸出入
額の推移を示した表2をみると，円の切り上げによっ
て花形輸出産業の地位が揺るぎはじめたことがわか
る。とはいえ，1985年のプラザ合意による円高経済へ
の移行まではなんとか繊維品輸出入差額は基本的にプ
ラスで推移し，輸出産業としてのポジションを維持し
ていたのである。だが，本質的にはこの時点で繊維産
業は輸入超過産業へと舵をきったといえよう。
第2の転換点である1985年プラザ合意後の急速な円
高はすさまじいものであった。日銀外国為替相場時系
列データ（日本銀行ホームページ）で円ドル為替相場
の変動を定点で追ってみると，1985年6月の1ドル＝
249円から87年同月の145円まで，2年間で40％以上も
切り上がったのである。さらに追い打ちをかけるよう
に，1990年6月の1ドル＝154円から95年同月の85円ま
で円が高騰した。為替相場はその後100円台に戻り，
　 項　目 1970年 1980年 1990年 2000年 2010年 2013年
全製造業 事業所数 652,931 734,623 728,853 589,713 434,672 410,802 
　　（A） 従業員数 11,679,680 10,932,041 11,788,019 9,700,039 8,086,901 7,805,224 
製造品出荷額 690,348 2,146,998 3,270,931 3,035,824 2,908,029 2,939,371 
繊維産業 事業所数 146,363 148,055 130,169 80,374 44,447 40,128 
　　（B） 従業員数 1,821,266 1,397,878 1,291,415 679,960 352,945 327,532 
製造品出荷額 69,069 124,524 148,052 75,668 39,296 39,059 
織物業 事業所数 59,378 49,574 31,286 14,607 8,366 7,136 
　　（C） 従業員数 391,573 234,956 140,988 61,476 34,475 30,909 
製造品出荷額 11,867 20,935 17,830 7,384 3,545 3,538 
繊維産業 事業所数 22.4 20.2 17.9 13.6 10.2 9.8 
　（B/A） 従業員数 15.6 12.8 11.0 7.0 4.4 4.2 
製造品出荷額 10.0 5.8 4.5 2.5 1.4 1.3 
織物業 事業所数 40.6 33.5 24.0 18.2 18.8 17.8 
　（C/B） 従業員数 21.5 16.8 10.9 9.0 9.8 9.4 
製造品出荷額 17.2 16.8 12.0 9.8 9.0 9.1 
表1　製造業における繊維産業の地位（1970年～2013年）
（注）　1．「工業統計表」による。製造品出荷額の単位は億円。
　　　2．「繊維産業」＝「繊維工業」＋「衣服その他繊維品製造業」＋「化学繊維製造業」。
　　　3．2010年，2013年は従業員数3人以下の事業所をも含んだ推計数値。
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年次 輸出総額 内繊維品 構成比 輸入総額 内繊維品 構成比 繊維品輸出入差額
1970 69,544 8,667 12.5 67,972 4,598 6.8 4,069 
1971 83,928 9,686 11.5 69,100 4,699 6.8 4,987 
1972 88,060 9,011 10.2 72,290 5,837 8.1 3,174 
1973 100,314 8,905 8.9 104,044 10,575 10.2 -1,670 
1974 162,079 11,840 7.3 180,764 10,719 5.9 1,121 
1975 165,453 11,043 6.7 171,700 8,415 4.9 2,628 
1976 199,346 12,508 6.3 192,292 10,368 5.4 2,140 
1977 216,481 12,613 5.8 191,318 10,115 5.3 2,498 
1978 205,558 10,269 5.0 167,276 10,139 6.1 130 
1979 225,315 10,769 4.8 242,453 13,645 5.6 -2,876 
1980 293,825 14,243 4.8 319,953 12,710 4.0 1,533 
1981 334,690 15,833 4.7 314,641 12,847 4.1 2,986 
1982 344,325 15,490 4.5 326,563 14,281 4.4 1,209 
1983 349,093 15,719 4.5 300,148 12,041 4.0 3,678 
1984 403,253 15,987 4.0 323,211 15,066 4.7 921 
1985 419,557 14,962 3.6 310,849 14,554 4.7 408 
1986 352,897 11,613 3.3 215,507 11,602 5.4 11 
1987 333,152 10,050 3.0 217,369 15,019 6.9 -4,969 
1988 339,392 8,845 2.6 240,063 17,915 7.5 -9,070 
1989 378,225 9,444 2.5 289,786 22,788 7.9 -13,344 
1990 414,569 10,418 2.5 338,552 22,395 6.6 -11,977 
1991 423,599 10,701 2.5 319,002 21,724 6.8 -11,023 
1992 430,123 10,887 2.5 295,274 21,952 7.4 -11,065 
1993 402,024 9,163 2.3 268,264 20,041 7.5 -10,878 
1994 404,976 8,574 2.1 281,043 22,710 8.1 -14,136 
1995 415,309 8,361 2.0 315,488 24,810 7.9 -16,449 
1996 447,313 9,334 2.1 379,934 29,768 7.8 -20,434 
1997 509,380 10,059 2.0 409,562 28,945 7.1 -18,886 
1998 506,450 9,601 1.9 366,536 26,258 7.2 -16,657 
1999 475,476 9,049 1.9 352,680 24,836 7.0 -15,787 
2000 516,542 9,203 1.8 409,384 27,468 6.7 -18,265 
2001 489,792 9,162 1.9 424,155 29,913 7.1 -20,751 
2002 521,090 9,180 1.8 422,275 28,449 6.7 -19,269 
2003 545,484 9,002 1.7 443,620 29,076 6.6 -20,074 
2004 611,700 9,316 1.5 492,166 30,159 6.1 -20,843 
2005 656,565 9,194 1.4 569,494 31,828 5.6 -22,634 
2006 752,462 9,775 1.3 673,443 35,476 5.3 -25,701 
2007 839,314 10,334 1.2 731,359 36,085 4.9 -25,751 
2008 810,181 9,413 1.2 789,548 34,309 4.3 -24,896 
2009 541,706 7,145 1.3 514,995 30,227 5.9 -23,082 
2010 673,996 7,828 1.2 607,650 30,021 4.9 -22,193 
2011 655,465 8,118 1.2 681,112 33,951 5.0 -25,833 
2012 637,476 7,897 1.2 706,886 34,506 4.9 -26,609 
　　　　　　　　　　表2　繊維品輸出入額の推移（1970～2012） （単位＝億円）
（注）2000年までの数値は各年『通商白書』。2001年以降は『繊維ハンドブック』
（2010年，同2012年版）による。
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それからは110円前後で推移していくことになるので
あるが，第1次，第2次の円高によって10年間におしな
べて56％も円が切り上がったことになる。ニクソン
ショックで円安による国際競争上の優位性をなくした
繊維産業は，その後の円高へのシフトによって輸入超
過産業へと完全に転換したのである。しかも，他産業
に先駆けて海外に生産をシフトした繊維関連企業によ
る「持ち帰り輸入」の増大によって，国内市場は圧迫
され，国内の繊維産業の空洞化が進展した。この過程
で日本繊維産業は衰退産業へと追い込まれていった。
年次
繊維品輸入
総額
内繊維製品
輸入額
中国 韓国 アセアン 中国比率 韓国比率
アセアン
比率
1985 6,041 3,886 957 938 85 24.6 24.1 2.2 
1986 6,890 5,027 1,133 1,291 105 22.5 25.7 2.1 
1987 10,326 7,624 1,616 2,139 167 21.2 28.1 2.2 
1988 13,939 10,632 2,438 3,246 277 22.9 30.5 2.6 
1989 16,620 13,283 3,254 3,819 476 24.5 28.8 3.6 
1990 15,447 12,804 3,198 2,978 606 25.0 23.3 4.7 
1991 16,116 13,660 4,226 2,921 753 30.9 21.4 5.5 
1992 17,339 15,327 5,887 2,748 1,039 38.4 17.9 6.8 
1993 18,091 16,567 7,492 2,485 1,157 45.2 15.0 7.0 
1994 22,258 20,390 9,912 2,583 1,380 48.6 12.7 6.8 
1995 26,332 24,541 12,355 2,501 2,129 50.3 10.2 8.7 
1996 27,355 25,625 13,570 1,957 2,398 53.0 7.6 9.4 
1997 23,947 22,413 12,380 1,377 2,301 55.2 6.1 10.3 
1998 20,011 18,879 11,020 1,240 1,763 58.4 6.6 9.3 
1999 21,953 20,938 13,245 1,416 1,844 63.3 6.8 8.8 
2000 27,457 26,422 18,001 1,445 2,195 68.1 5.5 8.3 
2001 29,908 28,901 20,462 1,196 2,299 70.8 4.1 8.0 
2002 28,442 27,521 19,804 872 2,112 72.0 3.2 7.7 
2003 29,067 28,189 20,732 733 2,144 73.5 2.6 7.6 
2004 30,153 29,316 21,860 660 2,187 74.6 2.3 7.5 
2005 31,823 31,070 23,350 806 2,303 75.2 2.6 7.4 
2006 35,476 34,678 26,476 745 2,519 76.3 2.1 7.3 
2007 36,085 35,307 27,101 649 2,719 76.8 1.8 7.7 
2008 34,309 33,550 25,860 584 2,804 77.1 1.7 8.4 
2009 30,227 29,828 23,493 496 2,634 78.8 1.7 8.8 
2010 30,021 29,517 22,803 535 2,964 77.3 1.8 10.0 
2011 33,960 33,250 24,921 564 4,058 75.0 1.7 12.2 
2012 34,506 33,948 24,857 522 4,659 73.2 1.5 13.7 
2013 41,639 40,968 28,507 543 6,346 69.6 1.3 15.5 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表3　相手地域別繊維品輸入 （単位＝百万ドル・億円）
（注）　1．『繊維ハンドブック』（1995, 2002, 2006, 2010, 2015年）より作成。 
　　　2．1999年以前は単位＝百万ドル，2000年以降は単位＝億円。
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第3の転換点は，中国が世界市場の巨大プレーヤー
として姿を明確に現したことである。繊維品輸出が減
退して輸入が増加し，入超を恒常化させていくのは
1985年のプラザ合意による円高移行後のことであっ
て，そうしたなかで日本の貿易収支バランス悪化の立
役者として躍り出たのが中国であった。表3が示すよ
うに，第1の転換点で輸出産業からの後退の道を歩み
はじめた日本の繊維産業にとって，最初に大きな脅威
となったのは韓国・台湾・香港のいわゆる NIEs の繊
維産業であった。1985年時点では中国は韓国とほぼ同
率のシェアを占めるまでになったが，1990年まではま
だまだ韓国の後塵を拝していた。しかし，1990年以
降，中国からの繊維製品輸入は急増し，とくに2000年
以降では中国が7～8割を占め続け，他地域からの輸入
を圧倒していくのである。
中国の繊維産業は，改革・開放前から中国の重要輸
出産業であった。工業化に必要な機械・設備調達のた
めに，繊維製品の輸出が奨励された。改革・開放後も
その役割は変わらなかった。そこでの担い手はさまざ
まな優遇措置をうけていた国有大型紡織企業であっ
た。しかし，90年代に入ると輸出自由化のなかで輸出
補助金制度等の優遇政策が廃止されるなどの状況変化
にともない，国有大型紡織企業にかわってアパレル関
連事業が中国輸出産業の担い手となった3）。
中国繊維産業と日本との関わりは，改革・開放前か
ら友好商社を通じてはじまった。日中貿易が拡大する
と，対中貿易黒字を縮小させる目的から「持ち帰り生
産」が行われるようになり，90年代には円高の進展と
ともに，日本から中国への生産移転が行われた。中国
の豊富な労働力を求めてアパレル企業から紡織・化学
繊維メーカーにいたるまで日本繊維産業界はこぞって
中国に進出するようになった。日系アパレル企業は縫
製機械から原材料まですべて中国に持ち込み，日本市
場向け生産を行った。中国企業にとって日本向け生産
は制約の多いたいへん厳しいものであったが，そうし
た厳しい条件のもとでの陶冶は，中国繊維企業にとっ
て将来の飛躍のための大きな財産となった4）。
1990年代半ばから2000年に入っての10年間に中国繊
維産業はさらなる飛躍をとげた。1995年に WTO 加盟
を申請した中国は，さまざまな規制緩和と法的整備を
行い，市場開放に向けての条件を整えていった5）。中
国は WTO 加盟に向けて1999年に小売業および卸売業
への外資参入規制の緩和を行い，2000年には外資企業
法，中小合作経営企業法を改正した。これら市場開放
に向けての条件整備を行ったのち，中国は2001年に
WTO 加盟を果たしたのである6）。
こうした経緯を経て，辻氏によると，2005年の時点
で中国繊維産業は世界で抜きんでたポジションを占め
るにいたった。中国繊維産業の強みは，なんといって
も繊維製品の原材料生産部門で圧倒的シェアを誇って
いることである。コットンでは棉花・綿糸・綿織物と
もに世界第1位，ウールでは羊毛（第2位）・毛糸（第1
位）・毛織物（第1位），合成繊維・再生繊維で第1位と
飛び抜けている。原料繊維を自給できる中国では，高
度な生産設備と加工技術が獲得できれば，繊維製品製
造における世界トップのポジション獲得は可能であろ
う。ちなみに，革新織機のウエイトはおくとして生産
設備では綿紡績機，織機でともに世界1位で20～40％
を占めている。こうした条件を背景に，輸出ではテキ
スタイル，アパレルともに第1位，輸入はテキスタイ
ルで第2位であって，繊維世界市場で屹立しているの
である7）。
世界市場で圧倒的な地位を確立した中国繊維産業
は，日本の繊維産業にとって大きな脅威となった。当
初，日本との関係では日本から縫製材料を中国に持ち
込み，縫製加工した後に日本への「持ち帰り輸入」が
行われていた。しかし，1990年代半ば以降中国は開放
政策を促進させて，日本企業の新たな中国進出を促し
た。繊維に関していえば，その象徴的な事柄が日本の
化合繊メーカーの中国への進出戦略であった。合繊
トップメーカー東レ（株）の『平成7年有価証券報告
書総覧』（平成5（1993）年4月1日～同6年3月30日）に
よると，「需要拡大が見込まれる分野への重点的な設
備投資を実施した。さらに円高に対応した製品・用途
別国際競争力の分析と事業戦略の見直しを行うととも
に，海外東レグループ各社との連携によるグローバル
オペレーションを一層推進した」8）。この頃を境に，
東レは積極的に中国進出を展開していった。
1990年代に東レは8つの海外関連会社を設立してい
る 。 中 国 に は 1994年 に 中 国 江 蘇 省 南 通 市 に 東 レ
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4
　
主
要
織
物
産
地
の
動
向
（
19
82
～
20
06
年
）
（
注
）　
1 ．
『
平
成
19
年
度
全
国
繊
維
産
地
概
況
調
査
』（
中
小
企
業
基
盤
整
備
機
構
，
平
成
20
年
）
　
　
　
2 ．
生
産
量
・
生
産
額
に
つ
い
て
の
単
位
は
以
下
の
ご
と
く
で
あ
る
。
m
＝
千
平
米
，
y =
百
万
円
，
t ＝
ト
ン
。
　
　
　
3 ．
＊
印
の
福
井
織
物
産
地
に
つ
い
て
は
福
井
県
繊
維
協
会
資
料
に
よ
る
。
　
　
　
4 ．
＊
＊
は
，
19
82
年
の
数
値
が
空
欄
に
な
っ
て
い
た
の
で
，
桐
生
市
繊
維
振
興
協
会
『
桐
生
繊
維
業
界
の
実
態
』
記
載
の
「
桐
生
内
地
織
物
（
協
）」
と
「
桐
生
織
物
（
協
）」
の
生
産
高
＋
加
工
高
を
援
用
し
た
。
　
　
　
5 ．
＊
＊
＊
は
，『
産
地
概
況
調
査
』
資
料
が
誤
謬
と
お
も
わ
れ
る
の
で
，『
四
国
タ
オ
ル
工
業
組
合
』
資
料
の
数
値
を
援
用
し
た
。
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（66.9 %）とサカイオーベックス（33.1 %）との出資で
ポリエステル長繊維の織布と染色加工を行う資本金6
億6000万元の株式会社を設立した。工場設備・生産能
力は，エアージェット織機120台・ウォータージェッ
ト織機198台を設備し，554名の従業員によって月産織
布220万㎡・染色250万㎡のテキスタイル生産を行って
いる。さらに翌95年には同じく南通市に資本金13億元
（東レ100％出資）で繊維原料 P 重合・P-POY 生産会
社を設立した。生産能力は P 重合日産250トン，
P-POY 同80万トンであった。ポリエステル原料生産
から製織まで南通市の工場で一貫して行えるようにし
た東レのグローバル戦略は，装置産業的性格の強い化
合繊原料生産を日本国内で，労働力を必要とする製織
部門は中国でといったこれまでの戦略に対する大きな
転換であった9）。急速な円高と日本国内の人件費高騰
を回避する合繊メーカーの世界戦略が，結果として中
国の繊維産業の「フルセット型産業構造」をより完全
なものにして世界市場でのポジションをアップさせる
と同時に，戦後の歴史過程で合繊メーカーの化合繊織
布産地として発展してきた福井などの北陸産地の空洞
化を招くこととなったのである10）。
それはともあれ，国際競争力を喪失し衰退傾向を示
しはじめた日本の繊維産業は手を拱いていたわけでは
ない。世界のトップを走る日本の繊維技術は，安価な
輸入製品との差別化をはかるため高付加価値製品の開
発を行った。1988年頃から発表された「新合繊」は，
原糸メーカーと織布さらに染色仕上加工業者による連
携のもとで生み出されたもので，衣料素材・産業素材
として世界的なヒット商品となった11）。バブル経済に
湧く国内市場で，輸出の減退・輸入の増大の両面から
厳しい状況に追い込まれていた繊維産業に大きな期待
を与えた。しかし，結果的には一時の光明にとどま
り，輸入超過産業のポジションを逆転することはでき
なかったのである12）。その後，日本の繊維産業は10年
におよぶ国内経済の長期不況，2008年のリーマン
ショックによる世界経済不況，2011年の3.11東日本大
震災と，国内外市場の動向と密接に関連しつつ，衰退
産業への道をたどっていくのであった。
2．織物産地の動向
繊維産業のなかで川中部門に位置している織物業
は，繊維産業の中軸的役割を果たしてきた13）。その織
物業のポジションの低落は，表1が示すようにさらに
激しいものであった。1970年の時点では，事業所数が
繊維産業のなかで40.6％，従業員数同22.4％，製造品
出荷額19.4％と，中軸的地位を保っていた。しかし，
その後のグローバル化の進展によって織物業はひたす
ら衰退の道を一途にたどり，いまでは事業所数で2
割，従業員数，製造品出荷額等で1割を切っている。
川上部門の化合繊メーカーや綿紡績企業と異なり，川
中部門の織物業はその生成・発展の経緯から中小零細
企業が多く，織物業を生業とする人たちも多いため，
その盛衰が地域経済に及ぼす影響の大きさは計り知れ
ないものがある。
ところで，凋落の一途をたどったかにみえる織物業
であるが，もう少し詳しくみると，産地ごとでかなり
様相を異にしている。表4は，『平成19年度繊維産地
概況』（中小企業基盤整備機構，以下『産地概況調査』
とする）にもとづいて，1982年～2005/06年における
主要織物産地の動向を示したものである14）。この調査
は基本的に各産地の織物関連組合から産地資料の提供
をうけて集計したものである。そのため，複合的な繊
維産地化したところではこの資料は「織物」生産部面
しか反映していない場合がある。そうした資料的限界
があることを踏まえながら，織物産地（タオル産地を
含む）の状況を検討していくことにしよう。
さて，表に掲載している13産地は A～D の4つのグ
ループに分けることができるだろう。A は No.1～4の
綿・スフ織物産地，B は No.5～10の絹・化合繊織物
産地，C は No.11の毛織物産地，D は No.12，13のタ
オル産地である。
A の綿・スフ織物産地は，早い段階で衰退傾向を示
した。綿・スフ織物産地といってもそれぞれ特有の製
品領域をもっている。白木綿やガーゼなどのプレーン
な平織組織の織物を生産する知多や泉州などの産地の
多くは，第1の転換点で大きく減少へと転じた。それ
らは70年代末に一時的に回復するが，80年代以降減少
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傾向を示したまま，2005/06年には企業数・従業員・
生産量 / 生産額いずれも1982年と比べると1割から2割
にまで減少してしまった。
同じ綿・スフ産地のなかでも，播州産地は知多や泉
州とは異なった軌跡をたどる。この産地は新素材によ
る付加価値の高い広幅の先染織物を産出し，レピアや
エアジェットルームなど織機の革新化にも積極的に取
り組んだ。1971年のニクソンショック以降の輸出環境
の悪化でトップスリーであった知多・泉州・遠州の3
産地がその地位を後退させていくなかで，播州産地は
一時的に生産が急減したものの，1970年代後半には回
復・安定し，1980年代半ばには先染織物に対する世界
的需要の高まりをうけて戦後最高の実績を収め，やが
てトップ産地となるのである。しかし，産地間での相
対的地位を上げながらもプラザ合意後の円高で輸出競
争力を失い，表4の示すごとく播州産地はバブル崩壊
後の平成不況と中国製品流入による国内市場「狭隘」
化によって，1992年からの15年間で絶対的な数値を大
幅に減退させていったのである15）。
B の絹・化合繊産地は大きく3つのタイプに分ける
ことができる。（a）十日町や丹後のように，着尺地等
の絹和装品に主力をおく産地，（b）西陣や桐生のよ
うに絹ばかりでなくレーヨンやポリエステル等の化合
繊をも原料に併用しつつ，和装品ばかりでなく服地や
産業資材の生産をも行う複合的な繊維産地へと発展し
ていった産地，（c）福井・石川のように羽二重の絹織
物産地から出発し戦後には化合繊織物産地へと特化し
ていった産地の3つである。これら3つのタイプの産地
は，ニクソンショック後の日本経済の変動に対して三
者三様の様相を示した。
国内市場の，しかも和装品に大きく依存した（a）
の十日町，丹後は，輸出市場の変動による影響をあま
りうけなかった。それよりも高度経済成長後の国民衣
生活の変化にともなう和装品需要縮小のあおりをうけ
て，2005/06年には生産高は1割前後にまで落ち込んで
しまったのである。ここでは，丹後産地についてもう
少し詳しく見ておこう。
縮緬で有名な丹後は，日本で生産される和装用白生
地織物の約60％を産出する日本最大の絹織物産地であ
る16）。近世期に京都から織・練の技術が導入されて，
いわゆる「丹後縮緬」（高級後染絹織物）単一製品の
産地として発展してきた。戦後1950年頃から西陣の出
機（西陣業者の委託生産）が始まり，後染生産ばかり
でなく帯・ネクタイ・インテリアなど先染絹織物生産
も行われるようになり，織物素材の総合産地化した。
1973年には産地全体の生産量・生産額はピークに達し
た。しかし，1975年以降和装需要の落ち込みによっ
て，産地も衰退傾向を示した。西陣の生産基地として
の性格を強く持つにいたった丹後産地は，バブル経済
期にはその衰退傾向も押しとどめられたが，2000年以
降先染織物については親機である西陣業者の廃業や営
業縮小のあおりをうけて，他方後染織物については海
外からの安価な輸入品攻勢によって，さらに衰退の度
合いを強めていった17）。2006年時点の生産額は143億
円と1982年の1割弱に激減した。生産額143億円の構成
をみると，後染織物（絹・人絹）が91億円と3分の2近
くを占めて今なお和装品生産が中心である。縮緬・綸
子・朱子など和装品の素材となる白生地生産数量の推
移をみると，1973年に9,196,894反（100）であったの
が，1982年には5,189,618反（56）と半減し，1992年に
は2,423,904反（26）とさらに半減していった。2006年
は912,027反（10）と30年間で10分の1に縮小してし
まった。この退勢は止まらず直近の2013年の生産数量
は433,451反（5）と20分の1となり，その存続も危ぶ
まれる状況である18）。
他方，（c）の北陸産地は円高経済への移行による輸
出織物減退の打撃をうけはするものの，高付加価値商
品「新合繊」の出現で，バブル経済に沸く国内市場で
の需要増大によって1982年の水準を上回る生産額を実
現したのである。しかし，それもバブル経済の崩壊，
中国へ転出した織物メーカーによる逆輸入によって，
他産地と同様の軌跡をたどることになるのである。な
お，合繊メーカーの織布部門として産地発展を実現し
てきた北陸産地の動向は，化合繊メーカーの世界戦略
に大きく規定されていた点を考慮する必要がある。そ
うしたなか，近年注目されているのが北陸産地におけ
る繊維産業クラスターである。とくに「東レ合繊クラ
スター」は「日本の繊維産業の復権のため産地の川中
企業が自主自立を目指し，垂直水平に有機的に連携す
ることで革新的な素材を開発し，世界に類例のない原
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糸－高次一貫の体制を構築するという目標」で，2004
年に東レ株式会社が設立した連携推進機関である。
2012年の時点で北陸3県を中心に繊維関係企業99社
（北陸3県66社，近畿・中部24社，関東甲信越7社，中
国・四国2社）で構成された民間の産業クラスター組
織である。東レが事務局を担当し，同社の経営力・技
術力を軸に国内，とくに北陸産地の技術力をもった川
中部門の織布・ニット・染色の優良企業を結集した
「生産チーム」である。これらの企業に対して，実際
の生産現場では東レの技術社員が合繊新素材の製品化
の技術指導を行っている。これらの企業は東レの世界
戦略の商品開発・製品化の中核を担う企業群で，東レ
の最大ユーザーが集積する北陸産地のなかで長年かけ
て育成してきたものである。ユニクロの「ヒートテッ
ク」「シルキードライ」はそこで生みだされた。
これに対して，産地全体の活性化を企図して2007年
の「企業立地促進法」にもとづき，北陸3県（福井・
石川・富山）の企業約240社を集めて産学官協力体制
のもとに生まれた「北陸3県繊維産業集積クラスター」
は，3県の繊維関連財団法人が事務局を担って国費に
よって運営された。しかし，目立ったイノベーション
が生まれないまま，2012年度に終了してしまってい
る。巨大資本の論理によって結集された選別企業集団
の成功とはうらはらに，政策的に行われる北陸産地の
復権がいかに困難なテーマであるかが窺われる19）。
（b）の西陣は，戦後の高度成長期に和装品以外へ
の分野にも進出し，現在では従来の和装品に加えてネ
クタイ，室内装飾，広幅服地，マフラー，ショール，
傘地等の製造を行う絹織物の総合的産地となった20）。
しかし西陣はバブルがはじけ，主力部門である和装品
の需要低迷によって産地縮小が強まっており，出荷総
額は2006年には1982年の23％にまで落ち込んだ。2013
年時点で，出荷総額343億円のうち和装品関係が
51.4％（帯47.5％・きもの3.9％）であるのに対して，
室内装飾用織物37.0％，金襴8.1％，ネクタイ等洋装品
1.4％，その他2％で構成されている。日本最大の和服
産地としての態様を維持しているが，その割合は出荷
総額の6割を占めるにとどまり，室内装飾等の生産に
よってカバーする部分が増えた。とはいえ，後者につ
いても輸入品の増大の影響をうけて，産地全体の規模
は縮小の一途をたどっている21）。
他方，桐生は，後述するように産地を取り巻く環境
の変化に巧みに対応しながら，織物だけでなくニット
も，インテリアや婦人子供服の製品製造もこなす複合
的な繊維産地として守備範囲を広げてきた。しかし，
桐生も国内需要の変化や3つの大波をうけて，ともに
2005/06年には生産額は3分の1近くまで落ち込んでし
まったのである。
C の毛織物産地は愛知・岐阜の両県に集中してい
る。『産地概況調査』には愛知県の尾西，尾北，津
島，岐阜県毛織物工業組合の4組合の資料が掲載され
ている。尾西と尾北の両産地で2006年度の4組合生産
額 / 出荷額合計129,077千㎡のうち106,635千㎡を占め
ており，毛織物生産の8割強がここに集中しているこ
とになる。そこでこれら両産地を包含する一宮市の工
業統計によって産地の状況をもう少し詳しく検討して
みよう。同市の繊維工業出荷額のピークは1988年で
421,238百万円に達した22）。その後1995年には272,764
百万円とピーク時の65％に減少し，さらに2000年には
43％（181,539百万円），2005年28％（116,999百万円）
と，17年間で3割以下にまで激減したのである。国内
市場向け生産が中心だった一宮の毛織物工業はプラザ
合意後のバブル経済全盛期まで躍進を遂げたが，第二
次円高とバブル崩壊後の長期不況による国内市場収縮
のあおりをうけて，それ以降産地縮小の道をたどって
いったといえよう。
D のタオル産地は大阪（泉州）と四国（今治）が2
大産地で，企業数・従業員数・生産量ともに両地で全
国のシェアを二分している。タオルは戦後に生活の洋
風化によって成長してきた製品で，とりわけ高度成長
期に国内市場をベースに発展した。タオル産地にとっ
て大きな転換点となったのは，1985年以後の急速な円
高への移行であった。第2の波をまともにかぶること
になったのであるが，その影響はバブル経済による内
需拡大によって表面化しなかった。大阪産地の生産量
は1990年まで，四国産地のそれも1991年までは続伸し
た23）。しかし，バブル崩壊によって需要縮小とともに
価格破壊がおこると，両産地の生産量は減少へと転じ
た。それまで表面化しなかった輸入製品の脅威が改め
て両産地の差し迫った課題となった。全国のタオル生
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産量が把握できる1997年では国内生産量60,503トンに
対して輸入量43,741トンであったのが，2000年には国
内生産量48,569トンに対して輸入量58,918トンと逆転
してしまった24）。この輸入額は2006年まで増大し続
け，2014年時点で輸入量は国内生産量の3.8倍とな
り，2014年の時点での輸入浸透率は79.2％に達するの
である25）。
タオル産地にとって大きな影響を及ぼしたのは，有
力産地企業の中国進出であった。四国産地では安価な
輸入品攻勢と労働力不足に対応するために，1992～94
年に6社が中国進出を果たした。そのうち1社は産地の
トップ企業であるが，同社は商社の出資を得て敷地3
万坪，従業員数2,200人を擁する中国工場で一貫生産
を行い，その製品の98％を日本で販売している26）。産
地では高品質を謳って産地ブランド化を推進して中国
製品との差別化を図っている。いぜん厳しい状況が続
いているが，四国産地の生産量は2009，2010年に底を
うち，2014年にはほのかに回復傾向が見えてきた。
以上，A～D の各産地の動向を概観したが，ニクソ
ンショック以後の円高によって海外市場での優位性を
失っていった各産地は，1992年までは生産される繊維
品の種類，主たる市場，歴史的に形成された産地構造
（生産・流通組織，技術・技能，分業関係，企業経
営，地域的インフラ）などの諸要素の絡み合いのなか
で，あるものはそのまま直線的に衰退の道を，あるい
はバブル経済の恩恵をうけて一時的に活況を呈するも
のとそれぞれ異なった経路をたどった。しかし，1992
年以降はどの産地も程度の差こそはあれ，一様に産地
規模縮小の道を突き進んで行ったのである。
こうした1992年以降の織物産地の一様の衰退の一因
はバブル経済崩壊後の産地繊維品に対する国内市場の
縮小によるものであったといえようが，そうした衰退
要因に拍車をかけたのは中国からの厖大な輸入品によ
る国内市場の蚕食であった。輸入品による国内市場の
蚕食状況を輸入浸透率でみると，2012年度の化学繊維
（合成繊維＋長繊維不織布＋セルロース繊維）消費量
総トン数866,033トンのうち36.6％は輸入品であった。
さらに同年度の化学繊維を原料とする製品では，輸入
浸 透 率 は 「 衣 料 」 42.6％ ，「 家 庭 ・ イ ン テ リ ア 」
41.4％，「産業資材」26.9 % であった。これに対し
て，衣類・二次製品では2011年度には金額ベースで
57.2％で，このうち衣類だけを取り上げてみると
70.5％を占めるのである。日本繊維輸入組合の同年の
統計によると，衣類の数量ベース（点数）での浸透率
はじつに96.4％に達するのである。そして，この輸入
衣類の9割が中国製品であった。衣類輸入浸透率（数
量ベース）が50％を超えたのが1991年であり，それ以
降2000年には85％，03年には9割を超えてしまうので
ある。この間に衣類の国内生産量は1991年の1,057,340
千点から2012年の149,977千点と10分の1近くに激減し
ていったのである27）。
このように，川上から川下部門に下るほど海外から
の輸入圧力が大きくなり，とりわけ中国からの輸入品
攻勢によって多大の打撃を蒙ったのは川下部門の衣類
製造業であり，ニット製品製造業であった。川下部門
に衣類原材料を供給する国内織物（ニットも含め）産
地が急速に縮小の一途をたどったのは当然のことで
あったといえよう。
そこで以下では，上記の経済環境の変化に，産地は
具体的にどう対応してきたか，また対応しようとして
いるかを，川中・川下両部門をもつ桐生産地を取り上
げて，検討していくことにする。
3．桐生産地の対応
（1）桐生産地の歩みと特徴
本稿で対象とする桐生産地は関東平野北麓部に展開
した両毛機業圏28）の中軸的な産地である。
桐生は，近世中期に京都西陣からの技術伝播で発展
の契機をつかみ，大消費地江戸に近接するという市場
条件を活かして，近世後期には西陣に迫る勢いを示し
た。近世期に絹織物産地として発展を遂げた桐生は，
幕末開港後の生糸輸出によって原料供給面で一時苦境
に立たされたが，輸入綿紡績糸（洋糸）を使用した絹
綿交織物を織り出して活路を見出した29）。幕末維新期
の経済状態を反映しているといわれる「明治7年府県
物産表」によると，桐生と足利の両織物産地を包含し
た当時の「栃木」県は，絹，綿両系列の多様な織物類
（着尺地・帯地・組紐等）を織り出し，織物生産額で
は西陣や丹後をもつ京都府を凌ぐほどであった30）。
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明治以降も引き続き，他産地に先駆けて羽二重や縮
緬などの絹織物輸出を試みたり，新しい技術や機械の
採用に積極的に取り組んだりして，戦前期のピークで
ある1930年には全国の織物生産額の約1割を占める全
国有数の産地に成長していった31）。
第2次世界大戦によって中断していた桐生織物業
は，戦後日本経済の復興とともに再び活気を取り戻し
た。1955年には戦前期最盛時（1933年）の工場設備
（工場数・力織機数）を上回る状態にまで回復した。
1957年から58年にかけての「ナベ底不況」で大きな打
撃を受けはするものの，この不況期に桐生産地では
ニット，縫製，刺繍などの繊維関連業が新に生まれ，
産地の多様化が進んだ32）。
高度成長期を境に，日本社会のライフスタイルは大
きく変化した。都市化の進展とともに国民生活の洋式
化が進み，衣服では洋装と既製服が男女を問わず一般
化していった。こうした国内需要の大きな変化をうけ
て，桐生産地では和服地製造業者のなかから婦人服地
や製品加工に業種転換するものが続出して，産地製品
の多様化がさらに推し進められた。
他方，桐生では織物輸出も産地の重要な構成要素で
あった。戦前期内地向けと輸出向けとの織物生産額構
成比をみるとかなり変動的で，内外市況に敏速に対応
しつつ「シーソーゲーム状に一進一退」する形で変化
して，お互いに補完する関係がみられた33）。
第2次大戦後，統制経済のもとで輸出織物が再開さ
れるや，桐生ではアフリカ向け人絹紋マフラーが生産
され，産地復興の牽引力となった。その後，輸出市場
は昭和30年代半ばにそれまでの人絹織物を主体とした
アジア・アフリカ市場向けから，絹織物を主体とした
アメリカ向けへと転換した34）。織物輸出は国内外の市
況の変動に柔軟に対応しうるコンバーティブルな業種
として産地発展に大きく貢献してきたのである。
このように，戦後多様な繊維製品を産出する産地と
して形成されてきた桐生は，前章でみた1971年のニク
ソンショック（対米繊維輸出規制をも含めて），続い
て変動相場制への移行，さらに1973年のオイルショッ
クといった第1の大波に，どのように対応したであろ
うか。
表5はほぼ桐生産地を包含している桐生市の工業統
計から作成したものである。1965年から1985年までの
桐生産地の動向を，「繊維工業」＝川中部門，「衣服・
その他繊維製品製造業」＝川下部門に分類してみてみ
ると，1965年の時点では織物やニット生地などを主体
とした川中部門の繊維素材が9割以上を占めていた。
ところが，1975年にはブラウス・ワンピース・コー
ト・婦人既製服，子供服などの「衣服・その他の繊維
製品製造業」の割合が4分の1を占めるまでになったの
である。ニクソンショック，それにともなう為替レー
トの円高への移行に，産地全体としては織物生産部面
では輸出織物から内地向織物生産への転換で，また織
物素材生産から繊維製品製造への転換によって柔軟に
対応していたことが窺える。
（2）産地縮小・解体の危機
1971年のニクソンショックによる第1の大波による
輸出織物の減退を，内地物織物と国内市場向け繊維製
品製造でカバーしつつ，その後の国内需要の拡大に対
応して産地全体の生産額増大をはかっていった桐生産
地において，1985年以降の第2，第3の大波はどのよう
年次
1965年 1975年 1985年
事業所 従業者 製造出荷額 事業所 従業者 製造出荷額 事業所 従業者 製造出荷額
全工業 2,107 21,127 10,940 3,224 33,166 51,583 3,712 27,016 171,473 
うち繊維産業 1,739〈83〉 17,746〈84〉 8,904〈81〉 2,452〈76〉 21,338〈64〉 30,934〈60〉 2,648〈71〉 14,425〈53〉 73,023〈43〉
（繊維工業） 1,605（92） 16,430（93） 8,155（92） 1,864（76） 15,769（74） 23,344（75） 1,882（75） 10,568（71） 54,990（75）
（衣服その他） 134（8） 1,316（7） 749（8） 588（24） 5,569（26） 7,590（25） 766（25） 3,857（27） 18,033（25）
　　　　　　　　　　　　　表5　桐生市の繊維産業の推移B（1965年・1975年・1985年） （単位＝百万円）
（注）　1．川村晃正「織物産地が抱える諸問題」（専修大学商学研究所『商学研究年報』第17号，1992年）。
　　　2．『桐生市統計書』，『桐生市の工業』による。
　　　3．〈〉内の数値は全工業にしめる繊維産業の割合，（）は繊維産業にしめる「繊維工業」「衣服その他」の割合。
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年度 組合員数 指数 従業員数 指数
産地収入　　　　　　　　　　　　（百万円）
総収入 指数 ｳﾁ生産高 指数 ｳﾁ加工高 指数 ｳﾁ販売高 指数
1981 1803 100 11268 100 111,088 100 45,308 100 34,322 100 31,457 100 
1982 1818 101 10920 97 108,331 98 46,013 102 30,414 89 31,904 101 
1983 1769 98 10801 96 102,306 92 45,031 99 29,552 86 27,723 88 
1984 1716 95 10449 93 97,620 88 45,673 101 27,349 80 24,597 78 
1985 1569 87 9924 88 91,718 83 40,581 90 24,852 72 26,285 84 
1986 1515 84 9550 85 85,342 77 39,120 86 23,659 69 22,563 72 
1987 1466 81 9210 82 80,459 72 36,439 80 23,478 68 20,543 65 
1988 1225 68 7952 71 78,385 71 37,758 83 22,892 67 17,736 56 
1989 1194 66 7813 69 84,171 76 43,113 95 23,459 68 17,599 56 
1990 1139 63 7254 64 93,117 84 43,682 96 24,191 70 25,244 80 
1991 1146 64 7211 64 90,877 82 43,960 97 22,458 65 24,459 78 
1992 1109 62 7139 63 100,112 90 62,753 139 14,895 43 22,512 72 
1993 1018 56 6646 59 89,326 80 56,646 125 13,376 39 19,342 61 
1994 1001 56 6501 58 84,534 76 54,698 121 11,782 34 18,054 57 
1995 822 46 5934 53 73,367 66 46,028 102 10,406 30 16,938 54 
1996 771 43 5692 51 67,835 61 42,941 95 8,559 25 16,335 52 
1997 695 39 5479 49 61,690 56 39,131 86 7,643 22 14,916 47 
1998 663 37 4389 39 52,847 48 32,319 71 4,275 12 11,701 37 
1999 606 34 4054 36 47,365 43 28,523 63 3,696 11 10,330 33 
2000 565 31 3702 33 44,472 40 26,647 59 3,200 9 10,016 32 
2001 471 26 3251 29 41,687 38 25,425 56 2,696 8 9,119 29 
2002 435 24 3104 28 37,620 34 23,033 51 2,431 7 8,155 26 
2003 421 23 2964 26 34,600 31 20,901 46 2,161 6 7,855 25 
2004 410 23 3222 29 45,386 41 28,259 62 5,858 17 7,697 24 
2005 391 22 2804 25 43,652 39 27,145 60 5,770 17 7,309 23 
2006 376 21 2649 24 39,744 36 21,824 48 4,440 13 10,360 33 
2007 355 20 2515 22 37,541 34 22,207 49 2,701 8 9,700 31 
2008 340 19 2373 21 31,824 29 18,053 40 2,314 7 8,963 28 
2009 286 16 2256 20 28,725 26 16,603 37 1,900 6 7,978 25 
2010 280 16 2152 19 25,744 23 14,674 32 1,415 4 7,636 24 
2011 277 15 2130 19 25,802 23 15,134 33 1,367 4 7,283 23 
2012 270 15 2078 18 25,759 23 14,522 32 1,282 4 7,936 25 
2013 263 15 2167 19 26,188 24 15,580 33 1,420 4 7,129 23 
2014 255 14 2138 19 25,418 23 14,997 33 1,430 4 6,993 22 
表6　桐生繊維業界の概況（1981～2014年）
（注）　1．各年度『桐生繊維業界の実態』より作成。
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な影響を与えたであろうか。
表6は，1981から2012年までの桐生繊維業界の推移
を示したものである。この表は桐生市繊維振興協会の
『桐生繊維業界の実態』（同協会ホームページ。以下
『実態』とする）から作成した。『実態』は同協会加盟
の各繊維団体から提出された資料を集成したもので，
川中・川下部門の生産・加工高ばかりでなく，糸商や
買次商など産地の流通部門の販売高をも包括してい
て，桐生産地の繊維産業全体の状況を把握することが
できる。この資料から第2，第3の大波への桐生産地の
対応を検討してみよう。
この表によると，起点となる1981年の桐生繊維業界
の概況は，加盟団体20，組合員数（＝事業所数）
1803，従業員数（家族従業員を含む）11,286人，生産
高45,308百万円，加工収入高34,322百万円，販売高
31,457百万円，合計（＝産地収入）111,088百万円で
あった。表から窺えるように，まさにこの時期が桐生
産地の最後の盛況期であった。
それが，2014年には加盟団体数は12と半分近くに減
り，それぞれ255（14％），2,138人（19％），14,997百
万 円 （ 33％ ）， 1,430百 万 円 （ 4％ ）， 6,993百 万 円
（22％），25,418百万円（23％）と大幅に減少した。こ
の30年間で桐生産地の規模は4分の1以下に縮小してし
まったのである。
産地収入の面でみると，桐生産地は二つの山を描き
ながら減少していったことがわかる。一つの山はバブ
ル経済の時期であった。バブル経済期の消費需要の高
まりが産地において具体的に数字となって現れたのは
1989年になってからである。そして1992年のピークを
迎えたあと，産地収入は急落していくのである。もう
一つは長期不況からやっと脱却して景気回復に向かい
はじめた2004年の小さな山である。2004年からの産地
再生の兆しも長くは続かず2008年のリーマンショッ
ク，2011年の東日本大震災で腰砕けとなってしまっ
た。
ところで，桐生産地では近世期から続く発展過程で
産地内の分業化が進み，原料糸商からはじまって，各
種繊維製品製造業者とその関連加工業者，さらに製品
を各地の集散地問屋に販売する買次商まで，生産から
流通にいたる一つの完結した分業構造が形成されてき
た35）。
この分業構造を端的に示すものが，桐生市繊維振興
協会に所属する各団体の存在である。これらの団体を
大きく「生産・加工部門」と「流通部門」に分け，さ
らに「生産・加工部門」に位置づけられる団体を製
織，準備加工，仕上加工，レース，縫製に細分して表
示したものが表7である。この表から1981年以降の産
地の生産・加工部門間の動きがもう少し詳しく分か
る。
この表によると，1985年のプラザ合意による円高定
着といった輸出市場での条件変化をうけて，1981年か
ら1989年までの期間に，「生産・加工部門」において
は両様の動きがみられた。一つは組合員数や従業員を
減らしながらも生産高や加工高を増大させたグループ
と，もう一つは組合員，従業員，生産・加工高の何れ
も減少してしまったグループとである。
前者のグループとしては「桐生染色（協）」「桐生意
匠（協）」，「東毛ジャカード刺繍（協）」，「東日本編
レース（工）」があり，後者のグループとしては和装
品関係の組合である「桐織（協）広幅協議会」（「桐生
織物協同組合」），「桐織（協）内地協議会」（「桐生内
地織物協同組合」），「桐生刺繍商工業（協）」「桐生繊
維製品（協）」がある36）。
生産・加工高を増大させたグループからみていこ
う。1989年のバブル期にもっとも増大したのが「東日
本編レース工業組合」である。組合員数はほぼ変わら
ないまま，従業員数で132，生産・加工高で306と大幅
な増大がみられた。この組合の製品はラッセル編機等
によるカーテンレース生地，衣料生地，資材生地であ
るが，その7～8割はカーテン生地であった。バブル期
のインテリア需要の高まりをうけて生産・加工高を増
やしたと考えられる。しかし，『実態』が示すように
「編レース業界は大型景気に支えられて堅調に推移し
ている」としつつも，「製品の多様化，小ロット加え
て操業日数の減少，労働力不足により生産量は1％位
の延びに止まっている。したがって原料高も加わって
採算的には厳しい状況になっている」37）と，国内の
人件費の高騰，それに対応して安価な量産型製品の海
外生産への傾斜といった状況のもので，産地では受注
の増大にもかかわらず，生産の実態が追いつかず，逆
54
部 門
業
　
種
団
体
名
19
81
年
19
89
年
20
02
年
20
12
年
指
数
組
合
員
数
従
業
員
数
生
産
・
加
工
・
販
売
高
組
合
員
数
従
業
員
数
生
産
・
加
工
・
販
売
高
組
合
員
数
従
業
員
数
生
産
・
加
工
・
販
売
高
組
合
員
数
従
業
員
数
生
産
・
加
工
・
販
売
高
組
合
員
数
従
業
員
数
生
産
・
加
工
・
販
売
高
19
81 年
19
89 年
20
02 年
20
12 年
19
89 年
20
02 年
20
12 年
19
89 年
20
02 年
20
12 年
生 　 産 　 ・ 　 加 　 工 　 部 　 門
製
織
桐
織
㈿
広
幅
協
議
会
73
8
2 ,
43
9  
16
,0
19
 
45
6
1 ,
60
7
12
,9
73
11
0
78
5
6 ,
62
3
60
 
54
4  
3 ,
92
0  
10
0
62
 
15
 
8  
66
 
32
 
22
 
81
 
41
 
24
 
製
織
桐
織
㈿
内
地
協
議
会
39
4
2 ,
42
4  
11
,4
71
 
21
4
1 ,
61
7
7 ,
79
1
82
93
4
4 ,
34
5
63
 
55
8  
1 ,
49
8  
10
0
54
 
21
 
16
 
67
 
39
 
23
 
68
 
38
 
13
 
製
織
群
馬
県
綿
ス
フ
織
物（
工
）
2
47
4  
4 ,
72
1  
10
7
50
2
2 ,
86
8
－
－
－
－
－
－
10
0
－
－
－
－
－
－
製
織
・
販
売
桐
生
テ
キ
ス
タ
イ
ル
商
業
グ
ル
プー
－
－
－
9
45
3 ,
50
0
8
45
2 ,
38
0
6  
54
 
1 ,
84
6  
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
準
備
加
工
桐
生
染
色
㈿
46
34
0  
1 ,
53
1  
38
29
0
1 ,
76
8
21
19
1
1 ,
09
2
12
 
63
 
48
0  
10
0
83
 
46
 
26
 
85
 
56
 
19
 
11
5  
71
 
31
 
準
備
加
工
桐
生
撚
糸（
工
）
76
30
0  
88
2  
43
14
0
32
8
－
－
－
－
－
－
10
0
－
－
－
－
－
－
準
備
加
工
桐
生
織
物
整
経
㈿
10
4
29
7  
34
5  
76
21
6
33
0
－
－
－
－
－
－
10
0
－
－
－
－
－
－
準
備
加
工
桐
生
意
匠
㈿
53
54
 
29
0  
39
45
35
0
16
21
13
5
10
 
12
 
45
 
10
0
74
 
30
 
19
 
83
 
39
 
22
 
12
1  
47
 
16
 
準
備
加
工
桐
生
紋
紙
㈿
51
13
5  
43
2  
28
78
42
4
14
46
13
1
10
 
14
 
40
 
10
0
55
 
27
 
20
 
58
 
34
 
10
 
98
 
30
 
9  
仕
上
加
工
東
毛
ジ
ャ
カ
ー
ド
刺
繍
㈿
20
50
 
35
0  
12
97
84
6
10
64
50
7
9  
41
 
22
4  
10
0
60
 
50
 
45
 
19
4  
12
8  
82
 
24
2  
14
5  
64
 
仕
上
加
工
桐
生
刺
繍
商
工
業
㈿
72
1 ,
27
0  
17
,0
00
 
68
81
5
13
,8
00
41
35
1
68
0
47
 
30
9  
64
0  
10
0
94
 
57
 
65
 
64
 
28
 
24
 
81
 
4  
4  
仕
上
加
工
両
毛
輸
出
織
物
整
染（
工
）
28
70
0  
4 ,
61
4  
27
80
0
5 ,
15
2
－
－
－
－
－
－
10
0
－
－
－
－
－
レ
ー
ス
東
日
本
編
レ
ー
ス（
工
）
28
12
8  
2 ,
01
9  
27
16
9
6 ,
18
0
15
81
1 ,
44
0
8  
56
 
85
0  
10
0
96
 
54
 
29
 
13
2  
63
 
44
 
30
6  
71
 
42
 
縫
製
桐
生
繊
維
製
品
㈿
83
1 ,
90
0  
16
,1
00
 
35
94
0
8 ,
06
0
28
40
0
8 ,
03
6
21
 
33
8  
8 ,
10
8  
10
0
42
 
34
 
25
 
49
 
21
 
18
 
50
 
50
 
50
 
縫
製
桐
生
婦
人
子
供
服
製
造
㈿
10
28
0  
3 ,
00
0  
9
15
1
1 ,
72
2
－
－
－
－
－
－
10
0
－
－
－
－
－
－
縫
製
両
毛
輸
出
ス
カ
ー
フ
㈿
10
39
 
85
8  
10
32
48
0
－
－
－
－
－
－
10
0
－
－
－
－
－
－
縫
製
桐
生
和
服
裁
縫
組
合
－
－
－
－
－
－
56
61
94
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
流 通 部 門
原
料
糸
桐
生
糸
商
組
合
28
67
 
6 ,
52
2  
23
37
4 ,
51
9
16
72
6 ,
75
0
9  
46
 
4 ,
90
0  
10
0
82
 
57
 
32
 
55
 
10
7  
69
 
69
 
10
3  
75
 
加
工
糸
桐
生
金
銀
糸
㈿
13
48
 
2 ,
30
0  
14
51
1 ,
80
5
－
－
－
－
－
－
10
0
－
－
－
－
－
－
製
品
販
売
桐
生
織
物
商
業
㈿
10
63
 
10
,0
76
 
5
32
2 ,
69
1
－
－
－
－
－
－
10
0
－
－
－
－
－
－
製
品
販
売
桐
生
織
物
産
地
元
売
㈿
32
19
2  
10
,2
14
 
21
86
5 ,
90
7
6
23
92
1
4  
14
 
49
0  
10
0
66
 
19
 
13
 
45
 
12
 
7  
58
 
9  
5  
製
品
販
売
桐
生
織
物
買
継
商
友
会
25
68
 
2 ,
34
5  
26
63
2 ,
67
8
12
30
48
4
11
 
29
 
70
0  
10
0
10
4  
48
 
44
 
93
 
44
 
43
 
11
4  
21
 
30
 
産
地
総
計
18
03
11
,2
68
 
11
1 ,
08
8  
1 ,
19
4
7 ,
81
3
84
,1
71
45
3
31
04
37
,6
20
27
0  
2 ,
07
8  
25
,7
59
 
10
0
66
 
25
 
15
 
69
 
28
 
18
 
76
 
34
 
23
 
表
7
　
桐
生
産
地
各
団
体
の
動
向
（
19
81
年
度
・
19
89
年
度
・
20
02
年
度
・
20
12
年
度
）
（
注
）　
1 ．
『
桐
生
繊
維
業
界
の
実
態
』
よ
り
作
成
。
単
位
は
人
，
百
万
円
。
　
　
　
2 ．
複
数
の
団
体
に
加
入
し
て
い
る
事
業
所
が
あ
る
た
め
に
，「
産
地
総
計
」
欄
の
数
値
は
『
桐
生
繊
維
業
界
の
実
態
』
の
数
値
を
記
載
し
た
。
　
　
　
3 ．
19
92
年
11
月
に
桐
生
繊
維
製
品
㈿
と
婦
人
子
供
服
製
造
㈿
が
合
併
し
た
。
こ
の
表
で
は
こ
れ
ら
2 つ
の
協
同
組
合
は
別
個
の
記
載
さ
れ
て
い
る
が
，
そ
れ
以
降
は
前
者
に
統
合
し
た
数
値
を
記
載
し
た
。
［
備
考
］　
①
19
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年
に
群
馬
県
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ス
フ
織
物
工
業
組
合
解
散
・
退
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。
　
　
　
　
②
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に
両
毛
輸
出
織
物
整
染
工
業
組
合
解
散
・
退
会
。
　
　
　
　
③
19
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年
に
両
毛
輸
出
ス
カ
ー
フ
組
合
解
散
・
退
会
。
　
　
　
　
④
19
98
年
に
桐
生
織
物
商
業
組
合
解
散
・
退
会
。
　
　
　
　
⑤
19
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年
に
桐
生
和
服
裁
縫
組
合
入
会
。
　
　
　
　
⑥
19
99
年
に
桐
生
金
銀
糸
協
同
組
合
解
散
・
退
会
。
　
　
　
　
⑦
20
00
年
に
桐
生
撚
糸
工
業
組
合
解
散
・
退
会
。
　
　
　
　
⑧
20
01
年
に
桐
生
織
物
整
経
協
同
組
合
解
散
・
退
会
。
　
　
　
　
⑨
20
06
年
に
有
限
責
任
事
業
組
合
　
起
龍
　
入
会
。
　
　
　
　
⑩
20
09
年
に
桐
生
和
服
縫
製
組
合
　
退
会
。
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に経営的には厳しい状況に追い込まれていたのであ
る。
「桐生染色（協）」「桐生意匠（協）」もこの間に加工
高を増大させた。これらの組合は，「桐織（協）広幅
協議会」や「東日本編レース工業組合」の組合員が，
製造工程のデザイン作業や，製造した生地の染色ある
いは仕上を委ねる加工部門の組合である。内地向織物
やニットの生産増がその分業関係にある関連業者にま
で波及していったことを示している。また，「東毛
ジャカード刺繍（協）」は特殊刺繍とコンピュータを
組み合わせてワッペンとかワンポイント刺繍を行う業
者の組合であるが，高級付加価値商品が求められてい
て1981年から89年の間に生産・加工高を大幅に増大さ
せた。
他方，縮小グループの最たるものが和装品関係の組
合である「桐織（協）内地協議会」（「内地織物協同組
合」）であった。この組合員の生産品目の8割以上は帯
地・着尺地・服飾工芸を占めていた。このグループ
は，バブル期の好況を反映したある程度の伸びがその
減少傾向を一時的に押し止めはしたものの，バブル経
済の恩恵を十分に受けとることができず，退勢を覆す
ことはできなかったのである。同じく「桐織（協）広
幅協議会」所属の組合員は，輸出織物が盛んな頃には
主に輸出用広幅織物を生産していたが，ニクソン
ショック後の輸出競争力の低下から輸出織物から内地
向広幅織物に転換する者が増えていった。1981年時点
の「桐織（協）広幅協議会」の生産割合は，輸出向け
30％，内需向け60％弱という構成であった。これが
1989年には8割が内需向けとなり，輸出向けは2割を割
るまでとなった。「輸出，内需，車の両輪として業界
としてはまず輸出を更に伸ばす必要がある。その比率
は60対40が理想である」38）との思いとは逆に，輸出
向けの割合はその後も低下し続けていったのである。
したがって，この期の広幅織物の増大は，服地，イン
テリア，寝装品，ショール，スカーフなど国内市場向
織物の好調によって，和装品に比べるとその減少率は
緩やかであった。バブル経済にわく国内市場の活況に
よって，桐生産地の退勢が押し止められていたことを
示している。
以上のように，この30年間で桐生繊維産業は全体的
に縮小してきたが，製品レベルでその状況を追ってみ
ると，そのあり方はさらに一様ではなかった。製品別
にこの間の推移をみたのが表8である。この表は，桐
生産地の主要製品生産・加工部門である「広幅織
物」，「内地織物」，「編レース」，「繊維製品」39），「刺
繍加工」を取り上げて1981年から2012年までの間の動
きを追ってみたものである。
まず注目されるのが，川下部門である「繊維製品」
の動きである。「繊維製品」は生産・加工高は1981年
の191億円から1991年の95億円まで半減していった
が，1992年に259億円に著増した。そして1994年まで
200億円台を維持するのである。その後95年には100億
円台に減じ，さらに2001年には100億円を割ってしま
う。それが2005年にはふたたび175億円に増大し，07
年まで100億円台を維持するのである。
他の製品とは異なった，この変動の激しさは何によ
るのであろうか。バブル期の生産・加工高の増大と
1992年をピークに減少傾向を示し，2003年には生産・
加工高は3割を切るまでとなる。この10年間の繊維製
品の著減は，まさに第3のグローバル化の影響をもろ
に受けたことによると考えられる。1991年の『実態』
における「桐生繊維製品（協）」の箇所では，製品市
場の高級化・高品質化商品へのニーズが高まるなか，
「これら物造りする機能をもつ業者は受註に恵まれ，
加工賃もより収益性の上がる現状」40）が記されてい
て，この好況感の背後で業者の選別が進んでいたこと
を窺わせる。また，「桐生婦人子供服製造協同組合」
の箇所でも「昨年よりますます高級品本物志向が強く
なり良い品，自分だけのものにこだわりをみせる昨
今」41）とバブル期の消費者の高価格品志向が産地の
「繊維製品」生産・加工高を著増させたことを窺わせ
る。しかし，「一方では海外専用生産工場を進めてい
る大手企業も多くなってきており，吾々国内生産者も
より一層の努力をしている現況」42）と，やがて本格
化する中国への進出企業の「持ち帰り輸入品」による
国内市場蚕食の危機を予感している。そしてこの危惧
はやがて現実のものとなるのである。2003年になる
と，「海外製品の輸入拡大により高級品の低価格化が
進み国内市場でより激しい環境に立たされているアパ
レル関係では，多品種小ロット対応，付加価値の高い
56
年度 A 広幅織物 B 内地織物 C 編レース D 繊維製品 E 刺繍加工 A B C D E
1981 16,019 11,471 2,019 19,100 17,000 100 100 100 100 100 
1982 17,739 10,759 1,795 16,527 15,000 111 94 89 87 88 
1983 15,887 10,086 2,724 16,406 14,500 99 88 135 86 85 
1984 15,149 9,723 2,802 14,187 15,000 95 85 139 74 88 
1985 16,775 9,310 2,475 13,138 13,500 105 81 123 69 79 
1986 16,476 8,236 796 12,264 13,000 103 72 39 64 76 
1987 14,188 7,045 1,638 11,900 13,200 89 61 81 62 78 
1988 12,322 7,002 5,915 10,825 13,202 77 61 293 57 78 
1989 12,973 7,791 6,180 12,310 14,646 81 68 306 64 86 
1990 13,440 8,378 6,266 9,270 14,923 84 73 310 49 88 
1991 13,506 8,216 6,166 9,463 13,523 84 72 305 50 80 
1992 13,043 7,845 5,944 25,867 9,433 81 68 294 135 55 
1993 10,756 7,201 5,350 23,575 8,533 67 63 265 123 50 
1994 10,232 6,712 5,140 22,366 7,738 64 59 255 117 46 
1995 10,653 6,371 4,900 17,892 6,893 67 56 243 94 41 
1996 9,165 5,837 4,600 17,941 4,963 57 51 228 94 29 
1997 9,318 5,623 4,350 15,249 3,645 58 49 215 80 21 
1998 7,841 5,470 3,000 12,962 3,072 49 48 149 68 18 
1999 6,734 5,065 2,600 11,018 2,488 42 44 129 58 15 
2000 7,034 4,838 2,000 9,916 1,924 44 42 99 52 11 
2001 6,858 4,680 1,800 8,929 1,423 43 41 89 47 8 
2002 6,623 4,345 1,440 8,036 1,187 41 38 71 42 7 
2003 5,955 4,259 1,205 7,232 1,388 37 37 60 38 8 
2004 5,845 4,022 1,186 17,452 1,310 36 35 59 91 8 
2005 5,458 3,612 1,069 17,452 1,287 34 31 53 91 8 
2006 5,526 3,433 1,016 13,990 1,355 34 30 50 73 8 
2007 5,910 3,214 965 12,433 1,461 37 28 48 65 9 
2008 5,175 2,859 955 9,061 1,428 32 25 47 47 8 
2009 4,434 2,516 907 8,713 1,267 28 22 45 46 7 
2010 4,250 2,030 862 7,294 1,043 27 18 43 38 6 
2011 4,072 1,705 860 8,373 927 25 15 43 44 5 
2012 3,920 1,498 850 8,108 864 24 13 42 42 5 
2013 3,906 1,328 1,865 8,351 871 24 12 93 44 4 
2014 3,702 1,224 1,824 8,181 876 23 11 90 43 4 
　　　　　　　　　　　　　　表8　主要繊維業種別生産・加工高の推移（1981～2014年） （単位＝百万円）
（注）　1．『桐生繊維業界の実態』（各年度）より作成。
　　　2．「広幅織物」については桐生織物協同組合の「広幅協議会」の数値。
　　　　  「内地織物」は同「内地協議会」の数値。「編レース」は東日本編レース工業組合の数値。
　　　　  「繊維製品」は桐生繊維製品協同組合と桐生婦人子供服製造協同組合 (1990年まで）の合計額。 
　　　　  「刺繍加工」は桐生刺繍商工業協同組合と東毛ジャカード刺繍の合計額。
　　　3．1992年に桐生繊維製品協同組合と桐生婦人子供服製造協同組合が合併した。 
　　　4．2004年の繊維製品の急増は「平成16年度より桐生繊維製品協同組合の調査対象企業に変更あり」による。
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商品に加えてスピードが求められ」43）るようになっ
た。そこではたんに海外製品との競争だけではなく，
海外専用生産工場を進めている国内大企業との競争も
強いられるようになっていたのである。
では，こうした状況のなか2004年の生産・加工高の
急増は何によるのであろうか。それは表中の注書きに
も示したが，2004年度より桐生繊維製品協同組合の調
査対象企業が変更されたことによる。2003年と2004年
の『実態』に記載された同組合の事業所数・従業員数
を見てみると，事業所数では2003年の27から2004年の
26と減少しているにもかかわらず，従業員数は388人
から638人と1.6倍に著増している。他方同書の「生産
加工部門の現有設備状況」を見てみると，2003年の縫
製ミシン460台・プレス24台・裁断機24台・合計508台
に対して，2004年のそれは縫製ミシン512台・プレス
26台・裁断機41台・その他20台・合計599台に増大し
ている。つまり，調査対象の変化によって大手の繊維
製品製造企業が同組合の調査対象に加わったことを暗
示している。さらにその企業がたんに縫製ミシンの設
備のみならず「その他」で表示されている製品用縫製
機械カをもつ企業であったことも暗示している。この
年の組合調査対象企業の変更は，その後の「繊維製
品」加工・生産高の変動と，次の2点で密接に関連し
ていると考えられる。第1点は上述の現有設備内容の
変化である。5年後の2008年の設備内容をみてみる
と，縫製ミシン249台・プレス26台・裁断機7台・その
他150台・合計432台と「その他」の部分が大幅に変化
している。第2点は設備内容の変化と関連して，製造
品構成が大きく変化したことである。2003年の時点で
はブラウス69％・ニット13％・スーツ5％・ジャケッ
ト3％・その他10％であったのが，2008年にはブラウ
ス31％・ニット / カットソー28％・カーテン生地
12％・ワンピース5％・その他24％となっている。そ
れまでの主力商品であったブラウスが半減し，かわっ
てニット / カットソーが2倍に増えている。さらに
カーテンが12％を占めるようになり，この間の組合員
の製造品目の大きな変化を窺わせるのである。中国か
らの輸入品攻勢のもと，ブラウスのような量産型の製
品が急速に減り，かわって婦人服のアウターやイン
ナー関係の製品や室内装飾品関係の製品生産へとシフ
トしていった。そうしたなか産地のメーカーは多品種
小ロット対応が避けられない状況へと移っていった。
「多品種小ロットの対応，加工賃単価の低迷，10月以
後の受注数の低迷等による経営の悪化。デザインの多
様化と，それぞれの工程数の増加に伴いコストがかか
り，採算割れも出てきている」44）と2008年『実態』
に記された景況から2004年に調査対象となった企業も
含めて，繊維製品製造業者の追い込まれていく様子が
浮かび上がってくる。こうして景況回復のないまま，
2010年の生産・加工高は2004年の4割にまで落ち込ん
でいくのである。
もう一つ注目されるのは，「編レース」の動きであ
る。1987年まで10～20億円であったのが，1988年には
62億円に一挙に増えた。この急増の原因については
『実態』からは明らかにできなかった。同年の『実態』
には，「編レース業界も円高の影響，又 NIEs や
ASEAN などの追上げで輸出は減少の一途をたどって
おるが，内需によりそれを補うている」と輸出の減退
を内需で十分カバーしている状況が記されている。内
需についても，「インテリア関係は住宅着工数が減少
等の懸念もあるが，窓装飾ブーム等により先行明るい
見通し」であり，「インテリア・カーテンレース関係
は商社・問屋等も明るい見通し」を持っていた。こう
したこともあって，同年の「受注，引合」状況は，他
の組合に比べて「前年対比150」と突出して好調で
あった45）。
しかし，こうした好況感も1993年からかげりが見え
はじめた。数量は増加傾向を示したが，「これは数量
だけで，価格は安値安定と低価格の既製カーテン中心
に伸びて来ている」ので，厳しい状況の1年であった
と記している46）。価格の低落は1994年にはさらに顕著
となっていった。同年の『実態』には，「価格は後半
に入って，厳しく下降ぎみに推移した。」「秋口に入っ
て市場が悪化，特に価格が崩れている」うえに，原料
のポリエステル糸の値上げがあり，経営を圧迫してい
るさまが記されている47）。『実態』では平成不況に向
かって「価格破壊」が起こっていると特記している。
「編レース」については，その後インテリア等の資材
関係は過剰生産による値下げ競争が生じ，業界の生産
調整の必要性が指摘されている。そうしたなか，一方
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で特殊工芸感覚的な製品で堅実に実績を上げる企業も
一部存在した。しかし，大勢は減退傾向を押し止める
ことができず，2012年には8億円にまで減少したので
ある。
以上みてきたように，製品レベルでみると，桐生産
地が必ずしも一様に衰退への道を辿ったのではなく，
1980年代以降の産地をめぐる国内外市場の変化にさま
ざまに対応していた姿をみて取ることができる。そこ
では，バブル経済に沸く国内市場の需要の二分化（品
質訴求と価格訴求の二分化）に，品質訴求的に対応し
ようとする産地企業と，価格訴求品における中国製品
の攻勢に追い込まれていく産地企業の両様の姿が浮か
び上がっていた。
そして，1993年にもたれたこの産地解体の危惧は，
2002年から2012年の10年間に現実のものとなっていっ
た。表7の［備考欄］には桐生市繊維振興協会から退
会・解散した団体が付記されているが，1981年から
2012年の30年間余で20余あった協会所属の組合は2012
年では12に半減してしまった。組合の解散・退会が急
増したのは1990年代後半からであり，とくに1998年か
ら2001年に7つの組合が解散・退会した。産地解体の
危機が具体化していったのが1990年代後半から2000年
初頭にかけてであったことが窺える。
1993年の『実態』の「桐生織物協同組合」による景
況報告では，戦後複合産地化した桐生産地が内外市場
の変動に巧みに対応しつつ発展してきた姿と，グロー
バル化のさらなる進展のなかで産地解体の危機を迎え
つつあることを記している。すなわち，「現在の織物
業界は，戦後幾多の経済変動の中で，最も試練の時期
を迎えている。即ち，過去の朝鮮動乱後のなべ底不況
や，ドルショック・石油ショックの時代でも，国内市
場の悪い時は，海外の輸出が良く，輸出の悪い時は国
内市場の需要があり，呉服の悪い時は帯地が良く，業
界はその都度好況品種の開発を行い，更に，インテリ
ア製品，ネクタイ，ブランケット・スカーフ，和服小
物等の商品開発により，市場にマッチした商品を供給
して対応してきたが，・・八方ふさがりの状況で，現
在長いトンネルの出先さえ見えない状況の中で推移し
た」との現状認識を示したあと，生産現場では「零細
家族従業員のみの工場では，操業率低下や，加工賃の
減少，受注減による他へのパート勤務，あるいは，休
業等の重大な問題も発生している」と。そして「この
ような状況下，早急な対策を講じないと産地は空洞化
し，産地の有機的回復が難しくなること必至」48）と
指摘している。国民生活の変化で生じた繊維製品需要
の変化，円高による海外市場の閉塞に対して桐生産地
はこれまで蓄積してきた分業構造をベースとした産業
集積の柔軟な対応力で凌いできた。しかし，第3の大
波である中国はじめ発展途上国からの繊維製品輸入に
よる国内市場の「狭隘」化に対しては，これまでの産
地の対応力では凌げなくなっていったのである。
小企業の集積である産地にとって大きな競争力の源
泉となっていたのは，産地の細分化された産業集積の
もつ柔軟な対応力であった。しかし，産地にとっての
大問題はその部分工程の担い手である加工業者が消失
しつつあることである。2000年の桐生撚糸工業組合や
売上高 染色・整理
織物 編織
加工
縫製
インテ
リア
生産
部門
小計
卸売 流通
部門
小計
合計
服地 /
資材 和装
メリ
ヤス レース 洋装 和装
製品
元売 原料糸
縫製
資材
5千万未満 3 6 1 4 8 1 23 1 1 24
～1億未満 1 3 2 1 3 3 2 15 1 1 2 4 19
～3億未満 1 2 2 2 2 3 3 3 18 1 1 2 20
～5億未満 2 3 1 3 9 1 1 10
～10億未満 1 2 2 1 6 2 2 8
～20億未満 1 1 1 3 1 1 4
～30億未満 1 1 1 3 0 3
合計 9 8 11 5 4 10 18 7 5 77 3 5 3 11 88
表9　桐生の繊維企業（2013年）
（注）　1．2015年『全国繊維企業総覧 東日本Ⅲ』より作成。
　　　2．群馬県の企業のうち桐生市所在の企業を選んだ。なお，そのうち衣料品小売店は除外した。
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2001年の桐生織物整経協同組合の解散はそれを象徴す
るものであろう。
とはいえ，他方で織物製品における染色加工の担い
手である「桐生染色（協）組合」，加工部門の重要な
担い手である「桐生意匠（協）」や「桐生紋紙（協）」
がまだ残っている。また製品仕上げの「桐生刺繍商工
業協同組合」「東毛ジャカード刺繍（協）」も存続して
いて，辛うじて繊維産地としての態様を維持している
のが現状である。この部分がいつまで存続できるか，
まさに現在はその分岐点にあるといえよう。このまま
産地消滅の道を突き進むのか，新たに産地再生の道を
見出しうるのかは，産地を構成する企業の営みにか
かっているところがある。
そこで次章では，こうした産地解体の危機のなか
で，独自の経営努力をしながら，生き残りに取り組ん
でいる個別企業の軌跡をたどってみよう。
4．産地企業の軌跡
（1）桐生の産地企業
桐生産地の繊維関連企業の存在状況はどのようなも
のであろうか。表9は（株）信用交換所が毎年刊行し
ている『全国繊維企業要覧 東日本編Ⅲ』（2015年，
Vol.148）より作成したものである。これに記載され
た情報は，同社が独自に調査したもの，ないしは企業
から提供された情報にもとづいたものである。しか
し，なかにはラウンドナンバーでの情報提供や前年度
の業績をルーティンに提供されたと思われるものも混
在していて，資料的限界を持つものであることをあら
かじめお断りしておく。
さて，この表では同書に記載された群馬県の繊維関
連企業（以下「産地企業」とする）のうち桐生市所在
のものを選び，さらにそこから明らかに消費者向けの
小売店であると思われるものを除いた88社について，
業種ごとに分類し，売上高規模別に示した。
この表より以下の点が指摘できよう。ア88社のうち
生産部門に位置づけられる企業が77社，流通部門が11
社であった。生産部門の産地企業は織物，編物，それ
らの加工（染色・刺繍等），縫製，インテリアと多様
である。流通部門は織物・編物製造業者や縫製業者に
原料糸や縫製資材を販売する業者，および産地製品を
集散地問屋等に販売する元売り業者である。イ88社の
約半数が売上高1億円未満の零細企業である。売上規
模と業種との関連でみてみると，織物では和装織物製
造業者（帯地・着尺地・金襴裂地等），加工業者，縫
製ではブラウス・スカートなどの洋装品製造業者は1
億円未満の零細企業が多数を占めており，他方洋服地
やレース，インテリア関連の業者は産地のなかでは中
堅企業が多い。ウここでは表示してないが，同書の記
載事項を参照して88社中利益を計上している企業をカ
ウントすると36社（41％）にとどまり，産地企業の厳
しい経営状態が窺える49）。エ規模別に利益計上企業数
をみてみると，1億円未満の企業では43社中15社
（35％），1億円以上5億円未満では30社中11社（37％）
であった。零細ないしは小規模の企業では利益がでて
いる企業は少ない。これに対して5億円以上20億円未
満では12社中9社（75％）が利益を計上しており，経
営内容の安定化がみられる。なお，この規模の企業の
中にはアウトレット小売部門のチェーン展開をしてい
たり，不動産業を兼営したり，あるいは携帯電話卸・
警備事業・人材派遣業の多角化をはかるところも見受
けられる。これらの企業の利益の源泉が何処にあるか
は不明であるが，下記の表中の C 社，D 社，E 社，F
社のように本業で着実に利益を計上しているところも
ある。オ流通部門のうち産地製品元売業者は3社にと
どまり，しかもその売上高規模は2社が1億円未満，1
社が3億円未満規模の企業である。この産地元売業者
はいわゆる買継商といわれるもので，東京・大阪・京
都などの集散地問屋や地方問屋と産地メーカーの間に
立って仲介機能を果たしているが，かつてはいろいろ
な面で織物産地をリードする重要な存在であった。し
かし，「中抜き」によって集散地問屋が減少し，しか
もそれが仮需要段階の商品を抱えるが力がなくなって
見込発注をしなくなったこと，アパレルメーカーなど
がダイレクトに産地の生地原料メーカーと取引をする
ようになったこと等々で，その存在価値が薄れ，利益
計上もままならない状況が続いている。
以上のことを念頭に置きながら，各業種の代表的企
業を取り上げて，1975年から2013年までの売上高の推
移をみたものが表10である。A 社は帯地などの和装
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年度 A 社 B 社 C 社 D 社 E 社 F 社 G 社
1975 192,789 753,782 545,392 710,000 961,200 － 3,942,443
1976 228,919 776,884 697,528 1,093,106 976,658 － 4,950,120
1977 206,910 854,322 630,911 1,450,145 891,411 － 4,672,119
1978 212,651 943,911 611,376 1,043,388 953,895 － 4,004,050
1979 192,836 1,030,021 814,544 816,980 1,078,960 － 4,444,809
1980 168,998 1,267,887 560,088 958,355 1,203,028 － 5,123,728
1981 183,238 1,336,833 622,306 1,335,530 1,225,180 － 5,213,223
1982 167,471 1,370,331 756,447 1,134,796 1,341,394 － 5,847,489
1983 152,496 1,426,467 825,566 1,003,894 1,152,681 － 5,505,709
1984 150,500 1,441,435 630,612 990,493 1,038,443 － 4,949,495
1985 140,695 1,523,128 689,857 1,192,851 1,169,697 － 5,424,396
1986 122,340 1,662,171 827,250 1,175,847 1,339,405 － 5,195,801
1987 124,870 1,702,671 681,647 － 1,272,121 － 5,791,607
1988 147,040 1,821,113 725,388 － 1,424,476 － 5,960,240
1989 157,528 2,023,730 800,813 － 1,494,342 1,309,349 5,781,371
1990 165,469 1,823,935 938,986 － 1,736,697 1,379,181 6,168,471
1991 160,505 1,952,912 844,849 611,903 1,601,591 1,340,588 6,027,916
1992 160,376 1,947,573 1,053,159 618,897 1,776,164 1,325,939 6,665,321
1993 160,000 1,818,500 1,116,188 710,000 1,901,231 1,280,701 6,053,671
1994 141,825 1,672,482 861,728 580,000 1,893,337 1,134,403 5,763,693
1995 141,205 1,439,886 1,006,022 619,064 1,901,231 1,077,128 5,976,580
1996 165,010 1,451,453 857,761 686,165 2,267,118 958,804 5,635,896
1997 179,804 1,514,960 691,424 － 2,435,853 976,096 6,192,857
1998 150,179 1,218,046 577,106 610,051 1,977,529 961,494 6,509,628
1999 149,426 1,052,679 444,761 491,019 1,841,247 858,813 5,885,721
2000 100,000 965,262 573,549 491,000 2,062,000 738,859 6,468,538
2001 85,000 915,815 533,334 690,000 1,959,956 845,073 6,557,417
2002 70,000 796,130 511,811 610,000 1,975,369 821,668 7,001,065
2003 60,000 806,392 490,676 510,000 1,920,763 745,244 7,335,811
2004 80,000 862,086 460,537 341,508 1,893,337 739,180 7,298,207
2005 82,000 828,005 416,394 360,473 2,259,123 777,018 8,146,321
2006 85,000 777,698 412,979 581,828 1,691,371 731,888 7,030,492
2007 85,000 704,834 557,431 580,000 1,850,443 645,510 5,037,422
2008 80,000 605,322 628,000 578,000 1,742,594 659,030 5,295,991
2009 78,000 525,000 557,000 624,806 1,434,327 590,774 4,354,825
2010 50,000 369,822 576,901 386,826 1,366,006 578,174 3,296,036
2011 60,000 377,000 583,139 374,711 1,467,841 622,285 3,357,952
2012 60,000 344,000 574,512 372,000 1,686,556 691,195 3,036,336
2013 47,000 200,000 537,529 351,269 1,681,432 716,626 2,620,000
　　　　　　　　　　　　表10　桐生織物産地企業の売上高の推移（1975-2013年 ) （単位＝千円）
（注）　『全国繊維企業要覧　東日本篇』（信用交換所，各年版）による。
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織物製造業者，B 社は和装品製造販売業者，C 社と D
社は婦人服地製造業者，E 社と F 社は編レース製造
業者，G 社はインテリアや婦人関連製品の製造販売業
者である。この表から以下のことが指摘できよう。ア
これらの企業はバブル期に売上高を増大させたかある
いは現状を維持している。しかし，バブル崩壊後に二
分された。インテリア関係の E 社，G 社はバブル崩
壊後も増大させていた。他の5社は減少傾向をたどっ
た。イ A 社，B 社，D 社，G 社が2008年のリーマン
ショック，2011年の東日本大震災の影響で売上が落ち
込むなかで，C 社，E 社，F 社は一時的な落ち込みか
ら脱して，一定規模の売上高をふたたび確保するよう
になった。ウしかもこれら3社はいずれも利益を計上
し，経営の安定化が見られるのである。
前章でみたように，桐生産地は3つのグローバル化
の影響をうけながら，輸出市場から撤退し，国内市場
向け複合的繊維産地へと収斂していった。その過程
で，産地の規模は大幅に縮小し，多くの産地企業が姿
を消して産地解体の危機へと追い込まれていった。し
かし，そうしたなかで C 社，E 社，F 社のように，売
上の安定と収益性を確保する企業が出てきている。お
そらく，自社の特徴が何であるかを冷静に分析し，そ
れを武器に取引先との関係を良好なものにしているか
らであろう。そこでは取引先のニーズに柔軟に応える
生産の仕組みを構築して，得意先からは必要とされる
存在となっているからと考えられる。量産品市場では
中国をはじめとする新興国からの輸入品に蚕食される
なかで，国内の繊維企業は「狭隘」化した国内市場の
多様な需要にマッチした製品供給が必要とされていっ
た。川中部門に位置する産地の繊維企業はアパレルや
インテリア製品販売会社のニーズのもと，多品種・小
ロット・短納期生産を強制されているが，それに対応
できる生産の仕組みを構築した産地企業が収益性を確
保しつつ生き残っているように思われる。
そこで以下では，これら3社のうち C 社を取り上げ
て，産地企業の軌跡をたどってみよう。同社は，戦後
復興から高度成長期，グローバル化等の環境変化に巧
みに対応しながらたくましく生き残りをはかり，かつ
産地企業の一つのあり方を示しているといえよう。
（2）C社の軌跡
C 社についての以下の叙述は，同社2代目社長の自
伝50）をベースに，2004年3月4日と2014年2月10日の2
回にわたる同社へのヒアリングをもとに再構成したも
のである。
C 社は，1920（大正9）年に創業した老舗である。
創業時は和装の黒朱子半襟地を織る専門機屋であっ
た。1934（昭和9）年に50坪の工場を建てて工場生産
を開始した。そこでは整経器2台，織機6台，糸繰機3
列および染色釜を設備し，従業員男子7名・女子8名で
工場生産を行った。自工場では染色，整経，糸繰等の
準備工程，および試織を行い，製織の大きな部分を賃
機に依存する桐生産地の典型的な元機経営であった。
同社の本格的な発展は戦時中に入婿した2代目社長
によってもたらされた。足利の買継商従業員であった
2代目社長は，桐生・足利の産地製品を国内外に売り
込む販売員としてビジネスの基本をたたき込まれてい
たが，入婿と同時に機屋の生産の仕組みと基本的な技
術を徹底的に身につけた。この生産現場と，同時にビ
ジネスの現場で身につけた消費市場の動向を的確につ
かむ経営センスとが，同社の発展にとってたいへん重
要であったと思われる。
工場が小規模であったため企業整備による織機の供
出を免れて戦時中も細々と織物生産を維持していた C
社は，戦後は統制経済のもと指定生産の延長線上で裏
地やアメリカ向け輸出織物のサッカーや格子タフタを
織っていた。1947（昭和22）年に工場を新設し，1950
年に先代の後を継いだ2代目社長によって C 社は資本
金50万円の株式会社に改組された。1953年頃に2代目
社長は服地時代の到来を直観して，海外のテキスタイ
ルブックを取り寄せるなどその準備をはじめた。しか
しこの頃はまだ，C 社は先代からの黒朱子半襟地生産
と，新しい婦人服地の両分野の製品を生産する機屋で
あった。
1955年頃から東京や京都の婦人服地問屋との取引が
始まり，その支援により婦人服地生産が軌道に乗りは
じめた。この頃を境に，それまでのピケ，サッカーの
単純な生地生産からレーヨン経・綿緯のジャカード織
物に転換しはじめた。今日の複合織物の始まりで，ア
セテートにレーヨン，ナイロンを用いたふくれ織りな
62
どを織った。1957年にはテトロンが出て，安定的な服
地生産が可能となった。テトロンのジャカード格子の
スポーツシャツ地，さらにカットやふくれ織りなど織
物新製品も織出して，服地生産が本格化していった。
原料糸もアセテート，ナイロン，シルク，綿，アクリ
ルと多様性を増して種々の交織物を織り出した。
この頃，日本人の衣服は和装から洋装への転換が始
まっていた。洋装では消費者は服地の切り売りを買っ
て，それを自分で仕立てるか，裁縫店で仕立ててもら
うかのどちらかであった。C 社では，ヤール（92cm）
巾1メーターあたり200円位の生地を東京や京都の服地
問屋に販売した。そうしたなか，C 社の服地生産を確
固たるものにしたのが1960年の「梨地マーブル」の大
ヒットであった。これは7，8年続くロングセラーと
なった。
服地生産が本格化していくなかで，同じヤール幅の
織物生産ということもあって，1959/60年頃に C 社は
輸出織物の生産も開始した。売上構成は3割ほどで
あった。4～5年シルクの解しジャカード織等をアメリ
カ・ニューヨーク市場に輸出した。当時の販売ルート
は，内地物は買次商→集散地問屋→小売商で，輸出物
は商社→輸出であった。
『全国繊維企業要覧』から作成した表11によると，
C 社の最盛時は昭和40年代前半期（1965～70）に訪れ
た。「昭和四十二年度の売上高は十一億八千万円に達
した。昭和四十年代前半の産地の機屋で十一億円はす
ごい数字だ。従業員数は百五十人以上となり，織機は
外注を含めて六百を擁する」51）。翌1968年には社長が
桐生織物協同組合「輸出部会」と桐生内地織物協同組
合「服地部会」とが合体して結成された「桐生服地共
年度 売上 利益 年度 売上 利益
1965 315,635 6,064 1990 938,986 39,634
1966 470,051 31,185 1991 844,849 28,275
1967 877,570 77,984 1992 1,053,159 33,254
1968 1,126,782 69,366 1993 1,116,188 13,721
1969 749,402 20,477 1994 861,728 19,470
1970 805,026 33,511 1995 1,006,022 38,705
1971 580,122 -30,143 1996 857,761 13,530
1972 606,368 -30,432 1997 691,424 －
1973 915,476 39,765 1998 577,106 －
1974 845,791 -294 1999 444,761 0
1975 545,392 -55,544 2000 573,549 19,388
1976 697,528 10,841 2001 533,334 27,564
1977 630,911 6,840 2002 511,811 29,166
1978 611,376 36,579 2003 490,676 2,947
1979 814,544 30,803 2004 460,537 -8,381
1980 560,088 16,371 2005 416,394 3,414
1981 622,306 17,855 2006 412,979 136
1982 756,447 49,931 2007 557,431 8,104
1983 825,566 50,618 2008 628,000 45,000
1984 630,612 5,223 2009 557,000 1,300
1985 689,857 25,506 2010 576,901 -5,484
1986 827,250 52,970 2011 583,139 16,192
1987 681,647 21,931 2012 574,512 10,689
1988 725,388 1,190 2013 537,529 9,473
1989 800,813 12,067
（資料：表9と同じ）
表11　Ｃ社の売上高・利益額（税引き後）の推移（1965～2013年）
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栄会」（23社）の会長に就任し，桐生産地における服
地生産のリーダーとなった。
このように，C 社は高度成長期に国民の衣服が和装
から洋装に転換する流れにうまく乗って，和装半襟地
メーカーから婦人服地メーカーへと移行した。C 社は
婦人服生地「梨地マーブル」等のヒット商品を生みだ
すなどして最盛期を迎えたが，こうした時代の変化へ
の対応を可能にしたのは2代目社長の消費市場の動向
に対する洞察力であったといえよう。
しかし，一転して昭和40年代後半は厳しい経営状況
となった。1967年をピークに業績は下り坂となった。
さらに1971年のドルショック，73年の石油ショックと
続き，表11で示されるように1971年から75年にかけ
て同社は連年赤字を計上し，経営危機に瀕した。「（昭
和45年頃）先染は壊滅状態で，産地は疲弊してい
た」52）。桐生産地が得意とする先染ジャカード織物等
の服地生産が壁にぶつかったのである。その背後に
は，高度経済成長期に日本人の衣生活が和装から洋装
に転じたが，さらなる変化が1960年代後半から1970年
代前半にかけて起こっていた。既製服が急速に日本社
会に浸透していったのである。婦人スーツの仕立形態
別割合を見ると，1967年に既製服は34.4％であったの
が1973年には67.4％と逆転した。1982年にはその割合
は93.7 % にまで達して，わずかな間に国民のほとんど
が既製服を着るまでになった53）。
こうした環境の変化とともに桐生産地ではニット
ブームが起こり，多くの機屋がニット部門への転換な
いしは多角化を図っていった。C 社にもニット部門へ
の進出という選択肢があったが，同社はこの苦境を機
に大幅な合理化を断行した。従業員を半減するととも
に，1974年の「繊維工業構造改善事業臨時措置法」に
応じて，高速自動織機（レピア）を24台導入して設備
の近代化を図った。この選択は奏功して，C 社は1976
年には黒字に再び転じた。
1989（平成元）年頃からアパレル大手のワールドと
の取引が始まった。それ以前からも C 社の製品は既
製服化の流れのもと服地問屋を介してアパレルメー
カーに流れていたと思われるが，ここで改めてワール
ドとの直接的な関係ができて共同で商品作りを行うよ
うになった。この経験はその後の C 社の展開にとっ
て大きな転機となった。これを画期に，C 社はアパレ
ルとの直接的な関係を深めていくこととなり，消費市
場の情報をダイレクトにキャッチできるようになった
のである。
平成10年代になると，アパレルメーカーとの直接取
引が増えていき，生地問屋や商社を間に通すとはい
え，C 社は今や7，8割がアパレルメーカーとの取引と
なった。アパレルメーカーとの取引は，問屋を介在さ
せるか否かを問わず，それまでの織物生産のあり方を
変えた。バブル崩壊，平成不況を経る過程で，メー
カーとアパレルや小売商との間に介在していた産地の
買継商や集散地問屋が力をなくし，リスクを張って大
量の見込発注をしなくなった。他方，消費市場と直結
するアパレルメーカーは中国等からの製品輸入の著増
の影響で，国内生産部分の多品種・小ロット・短納期
化をおし進め，産地のテキスタイルメーカーにその対
応を求めた。
アパレルとの取引では，先方のニーズと C 社との
ニーズが合致したところで商品企画が定まり，織物生
産に入る。生産は，サンプル作り→展示会→見込発注
という段取りで行われる。アパレルの発注の仕方は二
通りあって，一つは1つのパターンで売り切ったらそ
こで終わりにするタイプである。もう一つはいけると
なると追加生産するタイプである。多くは前者でロッ
トは6～10反程度であるが，後者は最終的には60，70
反に達する場合がある。アパレルとの取引で重要なの
は，多品種・少量生産・短納期に対応しつつ，メー
カーとしての採算をどう確保していくかである。と同
時に重要なことは，先方のニーズに応じたテキスタイ
ルを提案できるかどうかである。C 社は長年にわたっ
て蓄積してきたテキスタイル見本5万点を持ってい
て，コシノヒロコ等の著名デザイナーも見に来たりす
る。C 社は見本収納・展示のために，1994年に工費5
千万円を投じて資料室を完成させた。同社の商品企
画・提案力の源泉となっている。
アパレルにとって魅力あるメーカーであれば生き残
れる。そのことを実証しているのが C 社といえよ
う。2012年現在の生産設備は，自社工場に旧織機12台
（レピア），新織機16台（高速レピア14台・エアジェッ
ト2台）を備えている。全部電子ジャカード機であ
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る。同社は行政（経産省・地方自治体）の助成金をフ
ルに活用しつつ，常に生産設備の改善に努めている。
2012年の政府のものづくり支援事業に応募して採用さ
れたが，そのときに1台500万円（実際は700～800万
円）の電子ジャカード装置（ストーブリー）3台を導
入した。自己投資だと1800万円を要する設備改善のう
ち1000万円を補助金で補填できた。
主体性のないまま国や地方自治体の助成制度を利用
して自らの経営を危うくしている企業が多いなかで，
同社の場合メーカーとしての自らの立ち位置を堅持し
つつ，顧客が産地に求めるニーズに対応できる生産能
力の充実をはかるために，そうした助成制度を巧みに
利用している姿が浮かび上がってくる。
現在では生産も省力化が進み，自工場では14台の織
機を2交代制（午前6時～午後10時）のもと2人によっ
て操業されている。このほか社外に協力工場10社（織
機30～40台）を擁している。将来国が何らかの助成を
実施しようとする際には，C 社は旧織機12台の高速化
を実現するための設備投資を考えている。そこからは
生地メーカーとして生産基盤の改良に常に尽力してい
る経営姿勢が見て取れる。こうした常日頃の設備の改
善とともに，生産現場では多品種・小ロット・短納期
への対応の仕方も工夫がなされている。例えば，経糸
1機分（1反50m ×20反以上）の経糸を織機にセット
しておいて，6，7反分のオーダーにも対応する。その
際に経糸を共通にして緯糸で織物柄のバリエーション
をつけて，小ロットへの対応を図っているのである。
桐生産地の一般的な機屋は元機＝「商人」＋メー
カーである。「商人」のウエイトの高い元機は自らの
生産設備をもたず，実際の生産を協力工場に委託して
いる。協力工場での設備改善が進まないと，こうした
あり方はいずれ先細りとなるだろう。これからの産地
企業のあり方は，国内市場の需要動向にリスクを回避
して小ロット・短納期で対応しようとするアパレル
メーカーのニーズに対応できる生産体制をどう整えて
いくかが重要となってこよう。そうしたニーズに応え
ることができる産地テキスタイルメーカーであれば，
これからも生き残れる可能性は十分にある。そこで
は，売上高を増大させて企業規模を拡大するよりも，
上述の動向に適合的な企業規模を維持して，いかに利
益を確保していくかに知恵と工夫を働かせるほうが賢
明であるように思われる。そして内部留保した利益を
常に設備と人に再投資する，そうした産地企業のあり
方を C 社は実践している。
ところで，産地企業のメリットは産地内に部分工程
を担ってくれる各種加工業者が存在することである。
そのことが産地企業の規模が小さくてもビジネスを遂
行できる理由である。C 社の各生産工程の外注は今の
ところ桐生産地内でほぼ間に合っているが，一部染色
や整経では他産地の業者に委託している。前者は富士
吉田産地，後者は八王子産地である。すべてが産地内
で完結することが望ましいが，現在それが難しくなっ
ている。例えば，ドビー織機の「引き込み屋」（機拵
え）は桐生産地では現在3軒しかない。そのうち2軒は
高齢・体調不良のためいつまで存続できるか覚束ない
状況である。産地内分業体制が崩壊していけば，どう
しても他産地の加工業者に依存せざるをえない。こう
した事態は他産地でも同様であるので，櫛の歯の抜け
た部分を補い合うような産地間分業が今後ますます進
展していくだろう。その場合，以下の問題点が残る。
ア輸送コストの上昇。実際に産地内の運送屋が廃業し
たり，運送ルートが縮小されたりして，物流に支障が
生じている。たとえば，これまで地元の運送屋が郡内
と桐生との間で，定期的な運送を行っていたのが，廃
業によってそうしたルートがなくなった。改めてその
輸送を大手の運送業者に頼むと，融通がきかないうえ
運賃アップとなったりする。イ産地間分業で，他産地
の加工業者に委託した場合，技術やノウハウが盗まれ
る可能性がある。産地間の繊維業者とはライバル関係
であることを念頭に置いておかなければならない。ウ
部分工程を外注に出す場合，地元だと管理や細かい注
文などが行き届くが，他産地では細かい管理は難し
い。このように産地間分業には多くの課題が残されて
いる。
江戸時代から先染絹織物産地として発展してきた桐
生では各種部分工程が分立して高度な分業体制が構築
されてきた。これまで産業集積のメリットを活かして
国内市場や世界市場の需要変化に柔軟に対応しなが
ら，桐生産地は複合的な繊維産地として生き残りを
図ってきた。しかし，前節で見たようにグローバル化
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の進展は，産地そのものの解体を促していった。価格
訴求化と品質訴求化との二極化が進むなか，桐生産地
のテキスタイル企業が生き残っていく道は後者しかな
いように思われる。アパレルの求める多品種・小ロッ
ト・短納期の注文を確実にものにするためには，産地
間の加工業者のネットワークの利用も考慮せざるをえ
ない。C 社のごとくメーカーとしての立ち位置を持
ち，常に生産設備のブラッシュアップを心掛けて，適
正な企業規模とそれに見合った利益を確保してその存
続を図る産地企業がどれほど増えていくか。そしてこ
のような企業を軸に，産地間分業で補完しつつ必要性
に応じた産地内分業関係が新たに形成されるように
なったとき，産地の再生の可能性が見えてくるように
思われる。まずは C 社のような産地企業がどれほど
集積されていくかが，産地にとっての当面の課題とい
えよう。
おわりに
労働集約型産業として繊維産業は戦後日本の経済復
興過程で多大の役割を果たしてきた。しかし，高度成
長期の産業の高度化にともなって，繊維産業は相対的
にその地位を低下させていった。さらに，ニクソン
ショック，プラザ合意後の円高への移行は，産業の衰
退化に追い打ちをかけた。その過程で繊維産業は輸出
競争力を失い，国内市場向け産業へと化した。繊維産
業の衰退化にさらなる追い打ちをかけたのが，とりわ
け中国からの繊維製品輸入の奔流であった。かくして
繊維産業は，製造品出荷額レベルでみると1970年には
製造業全体で10％のウエイトを占めていたのが，2013
年にはわずか1.3％にまで低下してネグリジブルな存
在となった。
この繊維産業衰退化の過程で織物産地はどう対応し
たのであろうか。また産地の繊維関連業者はこの環境
変化のなかでどのように生き残りを図っていったので
あろうか。本稿はこうした問題意識のもと，まずグ
ローバル化に焦点をあてて戦後の繊維産業の衰退化の
プロセスを検討し，続いて川中部門に位置する織物産
地の動向を織物種類別に4つのグループに分けて考察
した。そこで確認できたことは，織物産地の衰退化の
過程は一様でなかったということである。産出される
織物の種類，仕向先，産地の生産構造や繊維関係業者
の取引関係のあり方などによってその過程は産地ごと
で異なっていた。
産地レベルの動向をさらに詳しく検討するために，
本稿は江戸時代から連綿として続く全国有数の織物産
地である桐生を対象として取り上げた。産地の概括的
な状況を示す『桐生繊維業界の実態』（桐生市繊維振
興協会編）が示すように，桐生でも1981年を100とし
た産地収入は2014年には23にまで減退し，産地の存続
も危ぶまれる状況を呈していた。
先染絹織物産地としての歴史をもつ桐生は，早くか
ら生産工程の分業化が進み，元機－賃機制にもとづく
産地構造が形成されてきた。戦後の発展過程では，歴
史的に形成されてきた産地構造が本質的に受け継がれ
て，桐生は大規模な工場制生産の道を歩まずに，広範
な小規模零細企業による分厚い産業集積を形成してき
た。そして，産地を取り巻く環境変化に対しては，多
様な繊維関連業種を産地内に派生させつつ柔軟に対応
することによって現在まで有力産地として生き残って
きた。ニクソンショックによる円高への移行に対して
は輸出用織物生産から内地用織物生産への転換をはか
り，またプラザ合意後の円高＝バブル経済状況に対し
ては国内向け繊維製品分野への進出というように。し
かし，そうした対応も第3のグローバル化の波をうけ
て，2000年以降産地縮小の流れを押しとどめることは
できず，その過程で多くの繊維関連業者が廃業を余儀
なくされていった。
しかしここにきて，産地縮小，さらには産地解体の
危機に直面しながらも，個別の産地企業レベルで見て
みると，桐生産地の特質を活かし，産地企業としての
存在価値を認識して逞しく生き残りを図る企業が出て
きている。本稿でとりあげた C 社もその一つであ
る。その軌跡を振り返ると，産地の大きな転換期に市
場環境の変化を洞察しつつ，的確な判断を下しながら
産地のメーカーとしてのたゆまざる価値付けがなされ
ていることに気づく。川中部門に位置する織物業は，
これまで消費市場から隔離されていて，メーカーと消
費市場との間に介在する集散地問屋－産地買継商の市
場情報のもとで織物生産だけに力を注いできた。集散
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地問屋－買継商の力が急速に失われつつある現在，市
場との繋がりを付けることが重要となった。近年の日
本の消費者の需要のあり方をみると，ますます多様
で，個別化が進んでいる。あたかも極小で精緻なモザ
イク模様を連想させる。川中部門に位置する産地企業
としては，ダイレクトに市場情報を把握することは難
しいであろう。しかし，取引先のアパレル企業と密接
な関係を結びつつ，それらがつかんでいる市場情報を
敏感にキャッチして，自社，さらには産地が蓄積して
きた製品・生産技術を活用して，それに対応していく
ことが，産地の企業が生き残るためには必要である。
国内繊維消費市場は価格訴求と品質訴求の二極化が
進展するなか，「持ち帰り輸入」も含めた海外からの
繊維製品流入が産地企業向けの国内市場を「狭隘」化
させているが，その反面品質訴求化の需要は底堅く存
在する。アパレルメーカーはそのニーズへの対応を産
地企業に求めている。産地メーカーへはますます多品
種・小ロット・短納期を求めてくるだろう。限られた
国内市場のなかで生き抜くには，そのニーズに応える
ことのできる生産体制を整える必要があるだろう。そ
こでは受身的な多品種・小ロット・短納期への対応で
はなくて，メーカーとしての生産技術と企画力に裏打
ちされた自立性が重要で，それにもとづいた対等の取
引関係が構築されたとき，はじめて取引先であるアパ
レルとの真の共生関係がうまれるといえよう。
国内市場の需要構造の細分化，多様化の進展は，桐
生のような細分化された分業構造を持つ産地に再生の
可能性を与える。だが，織物業の縮小スパイラルに
よって，担い手である加工業者の転廃業が急速に進
み，かつての分業構造を維持できなくなっているのが
現状である。今後ますます他産地との分業関係を補完
的に採り入れざるをえないだろうし，またそれによっ
て生じるコストアップや効率性の低下もクリアしなけ
ればならない課題だろう。しかしそうしたなかで，C
社のような自社の生産機能の充実をはかりつつ適正な
利益を確保しようとする産地のメーカーを中心に，そ
のニーズに応じた技術力のある加工業者によってコン
パクトな分業関係の新たな構築ができるかどうか，産
地は最後の岐路に立たされているといえよう。
［付記］論文の性格上実名を避けたが，本稿作成に
あたってヒアリング等 A，B，C，D，E，F，G 各社
にお世話になった。また福井県繊維協会には統計資料
収集でお世話になった。記して謝意を表す。
注
1）繊維産業の衰退産業へのプロセスとその要因を検討したも
のとして，伊丹敬之＋伊丹研究室『日本の繊維産業はなぜ，
これほど弱くなってしまったのか』（NTT 出版，2001年）が
ある。本書から多くの示唆を得た。また近年の織物産地の実
態について，とりわけ絹織物業については数納　朗・范　作
冰・小野直達編著『絹織物産地の存立と展望』（農林統計出
版，2009年）および『日本シルク学会誌』掲載の諸論稿があ
る。産地存立の危機感を募らせて，全国十数産地が抱える問
題に取り組み，方向性の模索を行っている。ただ，著者の視
点は，あくまで絹製品の和装産地が主たる研究対象であるた
め，桐生のような複合化した産地の実態について，総合的に
捉えているとはいえない。
　　また，近年の戦後織物業研究として，大田康博氏の『繊維
産業の盛衰と産地中小企業―播州先染織物業における競争・
強調―』（日本経済評論社，2007年），白戸伸一氏の「繊維産
業構造改善政策と織物産地における構造改善事業の歴史的検
証―1960～90年における福井県の事例―」（『明治大学社会科
学研究所紀要』51-2，2013年3月）がある。前者は播州先染
綿織物産地を対象に10年間にわたる著者の研究蓄積をまとめ
たもので，播州織物業の産地企業の競争・協調に焦点をあて
ての研究であるが，それを戦後の歴史過程をも踏まえて包括
的に考察されている労作である。本稿で取り上げた桐生は先
染絹織物産地としての歴史をもつものであるため綿・スフ織
物産地の播州とは異なる点も多いが，先染産地として重なる
点も少なからずあり多くの示唆を得た。
　　戦後の織物産地の歴史分析において，とりわけ日米繊維交
渉期における繊維産業政策との関連は重要なテーマである
が，本稿ではこの点に関しては十分に論ずることができな
かった。白戸氏は代表的な産地として秩父，桐生，北陸を対
象に全国的視点で検証を進められている。桐生についての成
果が期待される。
　　なお，筆者はこれまで次の論稿において戦後の織物産地の
検討を行った。あわせて参照して頂けると幸甚である。川村
晃正「織物産地が抱える諸問題」（専修大学商学研究所『商
学研究年報』17号，1992年），同「織物産地の変容と企業の
模索―福井―」（黒瀬直宏編著『地域産業―危機からの創造
―』白桃書房，2004年）。桐生産地に関していえば，本稿は
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これらの蓄積を踏まえての後続研究に位置づけられる。
2）本稿で対象とする桐生産地についてみても，高度成長期以
降の地域産業において繊維工業の地位は低下の一途をたどっ
ている。1975～2012年の桐生市における繊維工業の地位の変
化を示した付表からも明らかなように，この37年間に製造品
出荷額における繊維工業の構成比は32％から10％に低下して
いる。だが，事業所数や従業員数でみると，それぞれ51％
→33％へ，39％→17％へとその減りかたは緩やかである。
　　2012年時点では出荷額ベースでは輸送用機械・電気機械・
一般機械など機械工業が66％を占めて，桐生市の産業構造は
機械工業へと完全にシフトした。しかし，事業所数ではまだ
まだ繊維工業が第一位であり，従業員数でも無視できない割
合を占めている。衰退産業あるいは産地解体といわれなが
ら，地域経済において繊維工業は重要性を維持し続けている
のである。
3）辻　美代「輸出の牽引産業（1）―繊維・雑貨」（小島麗
逸・堀井伸浩編『巨大化する中国経済と世界』アジア経済研
究所，2007年）47～48頁。
4）同上，52頁。
5）鄭海東「WTO 加盟と中国経済の将来」（『高崎経済大学論
集』第45巻第4号）。大橋英夫『シリーズ現代中国経済5 経済
の国際化』（名古屋大学出版会，2003年）23～25頁。
6）商業への外資規制に関しては「『外商投資商業領域管理弁
法』施行に伴う状況調査報告」
　（独立行政法人中小企業基盤整備機構），http//www.smrj .
go.jp/keiei/dbps_data/_material_/common/chushou/b_
keiei/keieikokusai/pdf/gaishoutoushi.pdf），孔麗編『現代中
国経済政策史年表』（日本経済評論社）等を参照のこと。
7）辻前掲論文による。
8）東レ（株）ホームページ『東レ株式会社平成7年有価証券報
告書総覧』（平成5年4月1日～同6年3月31日）。
9）グローバルオペレーションの展開は他の合繊メーカーでも
見られた。『繊維関係のアジア進出企業一覧』（㈱センイ・
ジャーナル社，2002年）によると，他の合繊メーカーよりも
はやく中国に進出したカネボウ合繊㈱は，1987年に中国企業
との合弁で靴下の製造販売会社を設立した。網立機403台・
縫製機46台・染色機12台，その他仕上機械を備え，419名の
従業員を擁する工場では月産ストッキング55万デカを生産し
た。その時点では原材料は日本からの輸入品であったと考え
られるが，その後カネボウは1990年代に入って積極的に中国
進出を果たしていくのである。
10）川村晃正前掲稿（黒瀬直宏編著『地域産業―危機からの創
造―』白桃書房，2004年）109頁。伊丹敬之＋伊丹研究室前
掲書，第1章参照のこと。
11）川村晃正前掲稿106～108頁参照のこと。
12）伊丹敬之＋伊丹研究室前掲書，第1，2章を参照のこと。新
合繊については同書146頁，156～57頁参照のこと。
13）繊維産業の川上，川中，川下への3部門の分け方，織物業
が中核的地位にあることについては伊丹敬之＋伊丹研究室前
掲書第1章を参照のこと。
14）『産地概況調査』は全国の織物産地を対象に5年ごとに行わ
れたが，平成19年度をもって終了した。資料としては古く
なってしまったが，同一のフォーマットで経年的に行う全国
的調査はこれが最新のものなので，本稿ではこれを使用する
ことにした。
15）大田康博前掲書19～25頁，216頁。
16）丹後織物工業組合「産地の紹介」（同組合ホームページ）。
17）丹後織物産地については，数納　朗・范作冰・小野直達前
掲編著，2章第4節参照のこと。
18）丹後織物工業組合「暦年白生地生産数量」（同組合ホーム
ページ）。
19）新合繊と福井産地については，川村晃正前掲稿103～112頁
参照のこと。「東レ繊維産業クラスター」については，畠山
俊宏「東レ繊維産業クラスターを通じたイノベーションの発
生プロセス―コーディネート機能に着目して―」（『社会シス
テム研究』27号，2013年9月），および「東レ繊維クラス
ター」（http//www.gosen-cluster.com）の「会長メッセージ」
を参照のこと。
20）数納　朗・范　作冰・小野直達前掲編著138頁。なお絹織
物産地については同書が包括的な考察を行っているので参照
のこと。
21）平成22年『西陣生産概況』（西陣織工業組合ホームページ）
による。
22）「一宮市の工業」（平成22年，同市ホームページによる）。
23）両産地の統計数値については大阪タオル工業組合（http://
www.os-towel.or.jp），四国タオル工業組合（http://www.stia.
jp）の統計表による。
24）四国タオル工業組合「企業数，織機台数，革新織機台数，
従業員数，綿糸引渡数量，生産量，売値，生産額，輸出・輸
入数量の推移」による。
25）四国タオル工業組合の「輸入浸透率」=「タオル・タオル
ケット輸入量」÷「内需」による。
26）柴田弘捷「今治タオル産業の「再生」と中国」（『専修大学
社会科学研究所月報』584号，2012年2月）16～17頁。
27）『繊維ハンドブック』（2014年）61～3頁の諸表による。
28）ここでいう「両毛機業圏」とは，桐生・足利を中軸に，伊
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勢崎，佐野，館林を包含した機業地を念頭に置いている。足
利産地については拙稿「幕末＝明治初年における元機経営の
動向」（『専修商学論集』41号）を参照のこと。
29）川村晃正稿「絹織物産地における開港の影響」葉山禎作・
阿部正昭・中安定子編『伝統的経済社会の歴史的展開 上巻』
時潮社，昭和58年）参照のこと。
30）明治7年の絹織物・綿織物・絹綿交織物の合計額は，京都
府1,772,235円に対して，「栃木」県（明治9年に現在の県域に
再編されるまでは群馬県東部を包含していた）は2,263,636円
であった（山口和雄『明治前期経済の分析』東京大学出版
会，1956年，13頁）。もちろん絹織物に関しては京都府が
1,503,025円で，「栃木」県の649,876円を圧倒しているのであ
るが（工藤恭吉・川村晃正「絹織物業」『講座・日本技術の
社会史』日本評論社，1983年，151頁），輸入綿紡績糸を活用
した絹綿交織物によって東京などの都市部の大衆的「絹」織
物需要を新たにつかみ，「栃木」県のその生産額は1,061,112
円にのぼった。
31）『桐生織物史 続巻』（同刊行委員会，1964年）2頁。
32）『群馬県史 通史編8』（群馬県，H 元年）788頁。
33）桐生織物生産額の内地・輸出の構成比については，『桐生
織物史 下巻』（桐生織物同業組合，1935年）535～6頁，『桐
生織物史 続巻』（桐生織物史続巻刊行委員会，1964年）771
～2頁を参照のこと。
34） 『桐生織物史 続巻』782～85頁。
35）川村晃正「明治初年桐生絹織産地における社会的分業の展
開について」『専修大学商学研究所報』83号，1991年），とく
に第11表参照のこと）。桐生織物産地では明治初期に，生産
から流通にいたる分業構造が形成されていた。桐生では，明
治以降基本的にこの分業構造が維持され，その後の発展過程
で広がりと深まりをもって拡大されていった。
36）「桐生内地織物協同組合」と「桐生織物協同組合」につい
て。両組合は1955（昭和30）年に輸出織物業者，内地織物業
者がそれぞれ「桐生織物協同組合」，「桐生内地織物協同組
合」を結成して分離独立したものである（『続十年一糸』桐
生内地織物協同組合，昭和50年，35頁）。なお両組合は1987
（昭和62）年に再統合して「桐生織物協同組合」になった。
しかし，再統合後も同組合内で前者は「広幅協議会」，後者
は「内地協議会」として，それぞれの独自性を保っている
（『続十年一糸』桐生内地織物協同組合，昭和50年。小林　松
『私の歩んだ道』同刊行委員会，日本繊維新聞社，平成6年，
122～26頁）。
37）1989年『桐生繊維業界の実態』（桐生市繊維振興協会，以
下『実態』とする）12頁。
38）1981年『実態』11頁。なお，桐生織物協同組合「広幅織物
仕向地別生産出荷高」によると，1870年には「内需向」と
「輸出向」の金額ベースでの比率は，33％対67％であった。
それが，1973年には54％対46％となり，77年までほぼ半々で
あった。だが，78年以降「内需向」が上まわるようになっ
た。バブル期には内需が3分の2を占めるようになり，1990年
には「輸出」は2割そこそことなる（拙稿「織物産地の抱え
る諸問題」102頁・表4）。
39）これは「桐生繊維製品（協）」と「桐生婦人子供服製造
（協）」の合計額。なお1992年には両組合が合併して「新生桐
生繊維製品協同組合」となった。
40）1991年『実態』11頁。
41）同『実態』13頁。
42）同『実態』11頁。
43）2003年『実態』9頁。
44）2008年『実態』9頁。
45）いずれも1988年『実態』14～15頁。
46）1993年『実態』12頁。
47）1994年『実態』11頁。
48）1993年『実態』9頁。
49）『全国繊維企業要覧 東日本編Ⅲ』（2015年，Vol.148）198～
229頁。
50）西村　勝（日本繊維新聞社）『小林　松　私の歩んだ道』
（同刊行委員会，2004年）
なお，次章の叙述において，「」内の引用文は断りのないかぎ
り書からの引用である。
51）前掲書92頁。
52）前掲書93頁。
53）木下明浩『アパレル産業のマーケット史』（同文館出版
社，2011年）31頁の資料1～2を参照。
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業種 1975年 構成比 1980年 構成比 1990年 構成比 1995年 構成比 2000年 構成比 2012年 構成比
事業所数 3,712 100 1,429 100 1,231 100 985 100 765 100 464 100
　繊維工業 1,882 50.7 562 39.3 348 28.3 251 25.5 185 24.2 154 33.2
　衣服その他 766 20.6 321 22.5 315 25.6 264 26.8 186 24.3 － －
　金属製品 280 7.5 118 8.3 101 8.2 73 7.4 61 8.0 54 11.6
　一般機械 189 5.1 107 7.5 121 9.8 110 11.2 102 13.3 68 14.7
　電気機械 58 1.6 56 3.9 76 6.2 61 6.2 43 5.6 19 4.1
　輸送用機械 83 2.2 60 4.2 76 6.2 66 6.7 51 6.7 49 10.6
従業員数 27,016 100 20,400 100 20,824 100 17,284 100 14,177 100 9,847 100
　繊維工業 10,568 39.1 5,244 25.7 3,646 17.5 2,754 15.9 1,988 14.0 1,675 17.0 
　衣服その他 3,857 14.3 2,850 14.0 2,650 12.7 2,315 13.4 1,483 10.5 － －
　金属製品 2,573 9.5 1,543 7.6 1,326 6.4 1,024 5.9 804 5.7 885 9.0 
　一般機械 2,580 9.5 2,701 13.2 3,045 14.6 2,909 16.8 2,731 19.3 1,710 17.4 
　電気機械 2,817 10.4 1,691 8.3 2,938 14.1 2,221 12.9 2,064 14.6 885 9.0 
　輸送用機械 1,169 4.3 3,280 16.1 4,065 19.5 3,289 19.0 2,754 19.4 2,689 27.3 
製造品出荷額 17,147,307 100 23,913,078 100 45,445,226 100 46,275,079 100 39,474,515 100 22,146,688 100
　繊維工業 5,499,037 32.1 5,120,539 21.4 5,320,492 11.7 3,804,872 8.2 2,636,492 6.7 2,318,741 10.5 
　衣服その他 1,803,265 10.5 2,377,009 9.9 2,951,079 6.5 2,632,290 5.7 1,898,827 4.8 － －
　金属製品 1,913,429 11.2 1,864,298 7.8 2,162,621 4.8 1,689,815 3.7 1,234,853 3.1 2,235,147 10.1 
　一般機械 2,252,842 13.1 3,685,742 15.4 15,506,349 34.1 24,307,496 52.5 20,270,986 51.4 4,010,371 18.1 
　電気機械 833,302 4.9 2,212,142 9.3 6,915,969 15.2 4,713,835 10.2 4,604,619 11.7 2,487,323 11.2 
　輸送用機械 2,907,608 17.0 4,991,431 20.9 7,667,886 16.9 4,578,153 9.9 4,775,334 12.1 8,058,339 36.4 
付表　桐生市の工業の推移（1975～2012年）
（注）　1．1975年は『桐生市統計書』，1980年～2000年は『工業統計表』（産業編），2012年は『同』（市区町村編）による。
　　　2．2012年では「衣服その他」は「繊維工業」に包含されている。
　　　3．1975年については全事業所の数値を示す。1980年以降は従業者4人以上の事業所の数値である。
　　　4．単位は人，万円，％である。
